
令和４年分所得税及び復興特別所得税の

令和

令和４

令和４

（㊴の金額）

（㊵の金額）

（㊶の金額）

15

令
和
４

災害減免額、所得税に係る分配時調整
外国税相当額控除及び外国税額控除額



年分

年分

令和４

令和４

「　の金額　課税分離短期譲渡の金額　課税分離長期

『令和

『令和４年分 』

『令和４年分

令和４年分

』

⑪

４

年分予定納税について』の「給与所得の速算表」により求めた金額（所

得金額調整控除の適用がある場合には、適用後の金額）を書きます。

　⑪欄については、合計所得金額を書きます。合計所得金額とは、⑧

欄の金額と、上記イからトまでの所得がある場合のその所得金額（上

記イ及びロの分離課税の土地建物等の短（長）期譲渡所得については

特別控除前の金額）及び退職所得金額を合計した金額です。

〜⑪ ⑨欄及び⑩欄については、次の所得がある場

合にその所得の種類とその所得金額を書きます。

⑫

令和４年分

令和４年分

１の⑷のイからトまでの所得

がある場合に、次により求めたこれらの課税される所得金額（㉔、

㉕の各種の金額）に対する税額を書きます。

６  「災害減免額、所得税に係る分配時調整外国税相当額控
除及び外国税額控除額」㉟欄……該当する文字を〇で囲んだ上、

災害減免額並びに所得税に係る分配時調整外国税相当額控除及び外国

税額控除額の合計額を書きます。

（注）所得税に係る分配時調整外国税相当額控除及び外国税額控除額に

は、分配時調整外国税相当額控除及び外国税額控除額のうち、復興特

別所得税の額から控除される金額は含まれません。

国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp/）をご覧ください。

https://www.nta.go.jp/


  

 
国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等に係る65万円の 
青色申告特別控除・過少申告加算税の特例の適用を受ける旨の届出書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  
（１／１） 

整理番号 
 

１ 届出の区分（適用を受けたい内容に応じて、以下の□のいずれかにチェックを入れる。） 

□ 所得税の国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等に係る65万円の青色申告特別控除（※）の適用を受けたいの

で、規則第５条第１項の規定により届け出ます。 

  （※）65万円の青色申告特別控除の適用を受けるためには、仕訳帳及び総勘定元帳について、規則第５条第５項に規定する優良

帳簿の要件に従って保存する必要があります。 

□ 国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等に係る65万円の青色申告特別控除及び過少申告加算税の特例（※）の

適用を受けたいので、規則第５条第１項の規定により届け出ます。 

  （※）65万円の青色申告特別控除及び過少申告加算税の特例の適用を受けるためには、所得税又は消費税に係る国税関係帳簿の

全てについて、規則第５条第５項に規定する優良帳簿の要件に従って保存する必要があります。 

２  特 例 の 適 用 を 受 け よ う と す る 国 税 関 係 帳 簿 の 種 類 並 び に 備 付 け 及 び 保 存 に 代 え る 日  

（ 次に 表示 され ている帳 簿の ほか 、作 成してい る場 合に はそ の他の補 助帳 簿に つい て記載す る。 ） 

帳 簿 の 種 類 備付け及び保存に 

代 え る 日 

帳 簿 の 種 類 備 付 け 及 び 保 存 に 

代 え る 日 根 拠 税 法 名 称 等 根 拠 税 法 名 称 等 

□ 所得税法 
□ 消費税法 

総勘定元帳 年  月  日 
□ 所得税法 
□ 消費税法 

 年  月  日 

□ 所得税法 仕訳帳 年  月  日 
□ 所得税法 
□ 消費税法 

 年  月  日 

□ 所得税法 
□ 消費税法 

 年  月  日 
□ 所得税法 
□ 消費税法 

 年  月  日 

□ 所得税法 
□ 消費税法 

 年  月  日 
□ 所得税法 
□ 消費税法 

 年  月  日 

３ その他参考となるべき事項 

（１） 特例の適用を受けようとする国税関係帳簿の作成・保存に使用するプログラム（ソフトウェア）の概要 

□ 市販のソフトウェアのうちＪＩＩＭＡの認証を受けているもの 

（メーカー名：            商品名：                  ） 

□ 市販のソフトウェア（メーカー名：            商品名：                  ） 

□ 自己開発（委託開発の場合は、委託先：                                ） 

（２） その他参考となる事項 

税 理 士 署 名  
 

※
税
務
署 

処
理
欄 

通信日付印 確認 入力年月日 入力担当者 番号確認 （摘要） 

年  月  日  年  月  日    

 

 優良 

納 税 地 
住所地・居所地・事業所等（該当するものを○で囲んでください。） 

（〒   －    ） 
 

（TEL       -       -       ） 

上 記 以外 の 
住 所 地 ・ 
事 業 所 等 

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。 
（〒   －    ） 

 
（TEL       -       -       ） 

フ リ ガ ナ  生
年
月
日 

 
 
   年   月   日 氏   名  

職 業 
 フ リ ガ ナ   

屋 号   

       税 務 署 長 

 

   年   月   日提出 

個人事業者用  

１ ７ ４ ０ 

 



  

書 き 方 
 

１ この届出書は、①所得税の国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等に係る 65 万円の青色申告特別控除の適

用を受けようとする場合、又は、②所得税の国税関係帳簿の電磁的記録等による保存等に係る65万円の青色申告

特別控除の適用及び電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律第８条第

４項（過少申告加算税の軽減措置）の規定の適用を受けようとする場合に使用してください。 
 
２ 上記１①又は②の適用を受けようとする場合には、あらかじめ、この届出書を所轄税務署長に提出してくださ

い。 

  なお、本規定の適用を受けようとする年分に係る法定申告期限（翌年の３月15日）までに、この届出書を提出

した場合には、あらかじめ、届出書を提出したものと取り扱います。 
 
３ 各欄の記載要領 

項目 欄 記載要領 

１ 届出の区分 上記１の①及び②について、適用を受けたい内容に応じて、□（チェック
欄）にレ印を付して表示してください。 

２ 根拠税法 上記１の①又は②の適用を受けようとする特例国税関係帳簿（※）の保存義
務等を規定している税法の文言の□（チェック欄）にレ印を付して表示してく
ださい。なお、本規定の適用を受けようとする特例国税関係帳簿が、所得税法
及び消費税法の両方により保存義務等が規定されているときは､両方の□（チ
ェック欄）にレ印を付して表示してください。 

名称等 名称等の空白欄には、「総勘定元帳」及び「仕訳帳」以外の特例国税関係帳簿
を作成している場合に、その作成している補助帳簿等について記載してくださ
い（上記１の①の適用を受ける場合は記載する必要はございません。）。 
なお、特例国税関係帳簿の名称により記載できない場合は、保存義務等を規

定している税法の条項を記載してください。 
※ 適用を受けようとする税目に係る全ての帳簿について記載してくださ
い。 

備付け及び保存に代える日 上記１①又は②の適用を受けようとする特例国税関係帳簿の電磁的記録等
の備付け及び保存をもってその特例国税関係帳簿の備付け及び保存に代える
日を記載してください。 
原則として課税期間の初日（１月１日）となります。 
なお、課税期間の定めのある帳簿について、課税期間の初日以外の日を備付

け及び保存に代える日とする場合には、その日を備付け及び保存に代える日と
する理由を「３⑵ その他参考となる事項」欄に次のように記載してください。 
【記載例】○年○月○日に開業する予定のため。 

３ （１） 特例の適用を受けようとする

国税関係帳簿の作成・保存に使用

するプログラム（ソフトウェア）

の概要 

届出者が特例国税関係帳簿の作成・保存に使用するプログラムについて、該
当する□（チェック欄）にレ印を付して表示してください。 
なお、（ ）内は、メーカー名及び商品名又は委託先を記載してください。 

（２） その他参考となる事項 令和４年１月１日前において現に令和３年度の税制改正前の承認を受けて
いる国税関係帳簿（以下「承認済国税関係帳簿」といいます。）について、令和
４年１月1日以後に令和３年度の税制改正後の要件で保存等を行うこととする
場合には、取りやめようとする承認済国税関係帳簿の種類等を記載してくださ
い（※この場合には、改めて承認済国税関係帳簿の承認取りやめの届出書を提
出する必要はありません。）。 
【記載例】○年○月○日に承認を受けた次の国税関係帳簿について、○年○

月〇日以後保存する国税関係帳簿についてはその承認を取りやめ、令和３年度
の税制改正後の要件で保存等を行うこととしましたので、届け出ます。 
・総勘定元帳、仕訳帳、売掛金元帳、買掛金元帳、…（承認済国税関係帳簿

の種類） 
※ 特例国税関係帳簿・・・電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律施行規則第５条

第１項（軽減された過少申告加算税の対象となる国税関係帳簿）に規定する特例国税関係帳簿（所得税法施行規則第58条第

１項（取引に関する帳簿及び記載事項）又は消費税法第30条第７項（仕入れに係る消費税額の控除）、第38条第２項（売上

に係る対価の返還等をした場合の消費税額の控除）、第38条の２第２項（特定課税仕入れに係る対価の返還等を受けた場合の

消費税額の控除）及び第58条（帳簿の備付け等）に規定する帳簿）をいいます。 



 (別 紙)  

承 認 を 受 け よ う と す る 使 用 可 能 期 間 及 び 未 経 過 使 用 可 能 期 間 の 算 定 の 明 細 書 

 

整理 

番号 

 

 

種 類 

(設備の

種類を

含む。) 

 

 

構 造 

又 は 

用 途 

 

 

細 目 

(個々の

資産の

名称） 

 

 

数 量 

 

 

現に

適用

して

いる

耐用

年数 

 

 

取得価額 

 

承 認 を 受 け よ う と す る 

使用可能期間の算定の基礎 

 

年  要 

償却額 

 

経過期間

に 係 る 

償 却 費 

相 当 額 

 

未 経 過 

期間対応 

償却基礎

額 

 

算出使用 

可能期間 

 

承認を受

けようと

する使用

可能期間 

 

算出未経

過 使 用 

可能期間 

 

承認を受 

けようと 

する未経 

過使用 

可能期間 

 

取 得 

年 月 

 

帳 簿 

価 額 

 

所 在 地 

 

経  過 

年  数 

 

 

そ の 後

の 使 用

可     能 

期     間 

 

計 

a b c d e f g h i j k l m n o p q r s t 

      円 年 月 

・ 

年 月 

・ 

        年 月 

・ 

円  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

       
・ ・ 

        
・ 

  

計 
      

  
           

j

g  

g-l h×k 

m の計 
k の計 

g の計 
k の計 





この明細書は、「所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認申請書」を提出する場合に別紙として

届出書と併せて提出します。 

 

明細書の各欄は、次により記載します。 

１ 「整理番号 a」欄には、一連番号を付します。 

２ 「種類（設備の種類を含む。）b」及び「構造又は用途 c」の各欄には、申請資産の減価償却資産の

耐用年数等に関する省令別表に掲げる種類、設備の種類及び構造又は用途を記載します。 

３ 「細目（個々の資産の名称）d」欄には、申請資産について個別の資産ごとの名称を記載します。 

４ 「現に適用している耐用年数 f」欄には、申請資産につき現に償却費の額の計算の基礎としている

耐用年数を記載します。なお、個人が法定耐用年数より短い年数で償却費の額を計算している場合

には、申請資産につき適用すべき法定耐用年数を記載します。 

５ 「取得価額 g」欄には、３の資産の取得価額を記載します。 

６ 「承認を受けようとする使用可能期間の算定の基礎」欄には、３の資産につき申請時までの「経

過年数 h」とその後の実際の「その後の使用可能期間 i」の年数とを記載し、「計 j」欄にその年数の

合計（１年未満の端数切捨て。）を記載します。この場合において、機械及び装置に含まれる資産で

陳腐化の事実がないものについては、その「計 j」欄に当該機械及び装置の法定耐用年数の算定の基

礎となった個別年数を記載します。 

７ 「年要償却額 k」欄には、３の資産について「取得価額 g」欄の金額を「計 j」欄の年数で除して

算出した金額を記載します。 

８ ３の資産が機械及び装置である場合には、「算出使用可能期間 n」欄に「取得価額 g」及び「年要

償却額 k」欄の全部についての計を付し、当該「取得価額 g」の額の合計額を「年要償却額 k」の額

の合計額で除して算出した数を記載します。 

９ 「承認を受けようとする使用可能期間 o」欄には、３の資産が、機械及び装置である場合には８に

より計算し、「算出使用可能期間 n」欄に記載した年数を、機械及び装置以外の資産である場合には

「承認を受けようとする使用可能期間の算定の基礎 計 j」欄に記載した年数を移記します。 

10 ３の資産が機械及び装置である場合には、「算出未経過使用可能期間 p」欄に「未経過期間対応償

却基礎額 m」及び「年要償却額 k」欄の全部についての計を付し、当該「未経過期間対応償却基礎額

m」の額の合計額を「年要償却額 k」の額の合計額で除して算出した数を記載します。 

11 「承認を受けようとする未経過使用可能期間 q」欄には、３の資産が、機械及び装置である場合に

は、10 により計算し、「算出未経過使用可能期間 p」欄に記載した年数を、機械及び装置以外の資産

である場合には「承認を受けようとする使用可能期間の算定の基礎 その後の使用可能期間 i」欄に

記載した年数を移記します。 

12 「帳簿価額 s」欄には、３の資産が機械及び装置である場合には、当該機械及び装置に含まれる資

産の全部について計を付した欄に申請の日の属する年の１月１日における帳簿価額を、その他の資

産である場合には、当該資産の同日における帳簿価額の合計額を記載します。 



 

    第    号 
 

   年   月   日 
 

                   

                 殿 

 

     国税局長                 □印  

 

所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認申請の    通知書  

 
あなたが    年  月  日付でされた所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認申請

については、申請に係る資産の全部又は一部について次のとおり    しましたので通知しま

す。 

承認した未経過使用可能期間（耐用年数）による償却費の計算は、    年分以後の各年につ

いて適用することができます。 

申 請 に 係 る 減 価 償 却 資 産 

承認、 

却下の

区 分 

承認した使

用可能期間

（年） 

承認した

未経過使

用可能期

間（耐用年

数）（年） 

整

理

番

号 

種類（設

備の種類

を含む。） 

構 造 

又 は 

用 途 

細 目 数 量 
帳簿価額

（円） 

         

         

         

         

※ この承認を受けた減価償却資産につき承認申請書に記載した事実と異なることとなった場合に

は、速やかに、その旨及びその事実と異なることとなった事項の詳細を記載した書類を納税地の所

轄税務署長を経由して    国税局長に提出してください。 

（理 由） 

 

 

 

 

 



 

不服申立て等について 

 

氏 名                   殿  

 

【不服申立てについて】 

 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に        

国税局長に対して再調査の請求又は国税不服審判所長（提出先は、      国税不服審判所首

席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

○ 再調査の請求（法定の再調査の請求期間経過後にされたものその他その請求が適法にされていな

いものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た後の処分になお不服が

あるときは、当該再調査の請求をした方は、再調査決定書の謄本の送達があった日の翌日から起算

して１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求をすることができます。 

 

 

【取消しの訴えについて】 

 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服があるときは、

当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え(以下「取消訴訟」といいます。)を

提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき又は当該裁決

の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができません。 

○ 取消訴訟は、審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次のいず

れかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起することができます。 

⑴ 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

⑵ 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に当該更正決定

等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等の取消しを求めようとする

とき。 

⑶ 審査請求についての裁決を経ることにより生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き、その他その裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
 
 
 



（  ）枚のうち（  ）枚目 

 

 

 

所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認申請の（承認・却下）通知書 

 

１ 作成目的 

  この通知書は、所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認又は却下の通知をする場合に作成する。 

２ 記載要領等 

 (1) 標題の「所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認申請の   通知書」欄の空欄には、通知

の内容に応じて「承認」又は「却下」と記載する。 

 (2) 本文の中の空欄となっている箇所には、「所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認申請書」

の提出年月日及び通知の内容に応じて「承認」又は「却下」の文字を記載する。 

 (3) 「全部又は一部」の箇所については、申請に係る資産の全部について承認する場合は「又は一部」

の字句を、申請に係る資産の一部について承認する場合には「全部又は」の字句を二重線で抹消す

る。 

 (4) 「整理番号」欄から「承認した未経過使用可能期間（耐用年数）（年）」欄までの欄には、「所得

税の減価償却資産の耐用年数短縮の（承認、却下）決議書」の該当欄に記載されている事項を移記

する。 

 (5) 「（理由）」欄には、却下又は申請と異なった内容の承認をする場合に、その却下又は承認を相当

とするに至った理由を具体的に記載する。 

３ 教示文 

却下又は申請と異なった内容の承認をする場合には、教示文を送付することに留意する。 

「不服申立てについて」の項について、「  国税局長」及び「  国税不服審判所首席国税審判

官」の空欄には、この処分を行う国税局名及び国税不服審判所の支部名をそれぞれ記載する。 

  なお、申請どおりの承認をする場合には、教示文は送付しないことに留意する。 

 



 

    第    号 
 

   年   月   日 
 

                   

                 殿 

 

     国税局長                 □印  

 

所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認の取消し（変更）通知書  

 
    年  月  日付    号の耐用年数短縮の承認については、所得税法施行令第 130

条第４項の規定に基づき、その承認に係る資産の全部又は一部について、次のとおり取消し（変更）

します。 

取消し（変更）後の耐用年数又は未経過使用可能期間による償却費の計算は、   年分以後の各

年分について適用されます。 
 

取 消 し （ 変 更 ） の 対 象 

取消し

後の耐

用年数

（年） 

変更後

の使用

可能期

間（年） 

変更後

の未経

過使用

可能期

間（年） 

整

理

番

号 

種類（設

備 の 種

類 を 含

む 。） 

構 造 

又 は 

用 途 

細 目 
数

量 

帳簿価額

（円） 

承認し

た使用

可能期

間（年） 

承認し

た未経

過使用

可能期

間（年） 

           

           

           

           

           

           

 

（理 由） 

 

 

 

 



 

不服申立て等について 

 

氏 名                   殿  

 

【不服申立てについて】 

 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して３月以内に        

国税局長に対して再調査の請求又は国税不服審判所長（提出先は、      国税不服審判所首席

国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

○ 再調査の請求（法定の再調査の請求期間経過後にされたものその他その請求が適法にされていない

ものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た後の処分になお不服があ

るときは、当該再調査の請求をした方は、再調査決定書の謄本の送達があった日の翌日から起算して

１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求をすることができます。 

 

 

【取消しの訴えについて】 

 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服があるときは、

当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え(以下「取消訴訟」といいます。)を提

起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき又は当該裁決の

日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができません。 

○ 取消訴訟は、審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができませんが、次のいずれ

かに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起することができます。 

⑴ 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

⑵ 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に当該更正決定等

に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等の取消しを求めようとすると

き。 

⑶ 審査請求についての裁決を経ることにより生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き、その他その裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 

 
 



（  ）枚のうち（  ）枚目 

 

 

 

所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認の取消し（変更）通知書 

 

１ 作成目的 

  この通知書は、所得税の減価償却資産の耐用年数短縮の承認について、その承認の取消し又は変更

の通知をする場合に作成する。 

 

２ 記載要領等 

この通知書の各欄は、次により記載する。 

 (1) 標題及び主文の「取消し（変更）」の箇所は、その処分の内容に応じ不要な文字を二重線で抹消す

る。 

(2) 「全部又は一部」の箇所については、申承認に係る資産の全部について取消しをする場合は「又

は一部」の字句を、申請に係る資産の一部について取消しをする場合には「全部又は」の字句を二

重線で抹消する。 

(3) 「整理番号」欄から「変更後の未経過使用可能期間（年）」欄までの欄には、「所得税の減価償却

資産の耐用年数短縮の承認の取消し（変更）決議書」の該当欄に記載されている事項を移記する。 

(4) 「（理由）」欄には、取消しをするに至った理由を具体的に記載する。 

 

３ 教示文 

  取消し又は変更の通知をする場合には、教示文を送付することに留意する。 

「不服申立て」の項について、「   国税局長」及び「   国税不服審判所首席国税審判官」の

空欄には、この処分を行う国税局名及び国税不服審判所の支部名をそれぞれ記載する。 

 



  

 

 輸 出 物品 販 売場 許可 申 請の 却 下通 知書                                           

 

１ 使用目的  

「輸出物品販売場許可申請の却下通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCI2）は、輸出物品販売場の許可

申請について、却下の通知を行うために使用する。 

なお、教示文については、《６ 教示文》を参照の上、通知書（正本）に添付する。 

２ 出力対象 

 輸出物品販売場許可申請を却下する場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

輸出物品販売場許可申請の却下決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出力）。 

  正本、副本及び教示文 

輸出物品販売場許可申請の却下決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

項   目 内                容 

通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場合は、

「納税地」は印字されない。 

法人名  「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

発遣番号 

発送年月日 
 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

税務署  却下の対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

免税販売手続区分

（通知文中） 

 却下の対象となる輸出物品販売場許可申請の免税販売手続区分を印字する。 

 ①一般型 ②手続委託型 ③自動販売機型 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されていない場合

には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

提出年月日（通知本

文） 
 却下の対象となる「輸出物品販売場許可申請書」の提出年月日を記載する。 

理由  却下の理由を具体的に記載する。 

６ 教示文 

  「（教示）輸出物品販売場等許可申請の却下・取消通知書」（GKCCJ0）が出力されるため、以下のとおり記載す

る。 

   税務署の職員の調査に基づく処分である場合 



「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇税務署長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する税務署名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服

審判所名を記載する。 

   国税局の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇国税局長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する国税局名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服

審判所名を記載する。 

７ 留意事項  

この通知書正本は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６

項（定義）に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定

する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

 





  

 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の却下通知書 

（一般型・手続委託型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的  

「臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の却下通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCIA）は、

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請について、却下の通知を行うために使用する。  

なお、教示文については、《６ 教示文》を参照の上、通知書（正本）に添付する。 

２ 出力対象 

 臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請を却下する場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の却下決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出

力）。 

  正本、副本及び教示文 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の却下決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

項   目 内                容 

通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場合は、

「納税地」は印字されない。 

法人名  「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

発遣番号 

発送年月日 
 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

税務署  却下の対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されていない場合

には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

提出年月日 

（通知本文） 

 却下の対象となる「臨時販売場を設置しようとする事業者に係る承認申請書」の提出年

月日を記載する。 

理由  却下の理由を具体的に記載する。 

 

６ 教示文 

「（教示）輸出物品販売場等許可申請の却下・取消通知書」（GKCCJ0）が出力されるため、以下のとおり記載す



る。 

   税務署の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇税務署長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する税務署名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服

審判所名を記載する。 

   国税局の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇国税局長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する国税局名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服

審判所名を記載する。 

７ 留意事項 

この通知書正本は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６

項（定義）に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定

する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

 

 





 

輸出物品販売場許可の取消通知書 

（一般型・手続委託型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的 

  「輸出物品販売場許可の取消通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCI3）は、輸出物品販売場の許

可について、取消しの通知を行うために使用する。 

なお、教示文については、《６ 教示文》を参照の上、通知書（正本）に添付する。 

２ 出力対象 

 輸出物品販売場許可の取消しを行う場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

輸出物品販売場許可の取消決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出力）。 

  正本、副本及び教示文 

輸出物品販売場許可の取消決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

項   目 内                容 

通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている

場合は、「納税地」は印字されない。 

法人名  「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完す

る。 

発遣番号 

発送年月日 

 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載す

る。 

税務署  取消しの対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されてい

ない場合には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

発遣番号 

発送年月日（通知

本文） 

 取消しの対象となる「輸出物品販売場許可申請の許可通知書」の発送年月日及

び発遣番号を記載する。 

理由  取消しの理由を具体的に記載する。 

調査担当者の表示 
「この通知に係る処分は、  の職員の調査に基づいて行いました。」の空白部



分は、この通知に係る処分が、国税局の国税調査官の調査に基づいて行われたも

のである場合にのみ、当該国税調査官の所属する国税局名を記載し、その他の場

合には、この文言の全部を抹消する。 

６ 教示文 

 「（教示）輸出物品販売場等許可申請の却下・取消通知書」（GKCCJ0）が出力されるため、以下のと

おり記載する。 

   税務署の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇税務署長」（〇〇は処分の対象となる

個人の納税地を管轄する税務署名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該税務署の管轄区域を管轄

する国税不服審判所名を記載する。 

   国税局の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇国税局長」（〇〇は処分の対象となる

個人の納税地を管轄する国税局名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該国税局の管轄区域を管轄

する国税不服審判所名を記載する。 

７ 留意事項 

この通知書正本は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）

第２条第６項（定義）に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者に

よる同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付

する。 

 





 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消通知書 

（一般型・手続委託型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的 

  「臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCIB）は、臨

時販売場を設置しようとする事業者の承認について、取消しの通知を行うために作成する。 

なお、教示文については、《６ 教示文》を参照の上、通知書（正本）に添付する。 

２ 出力対象 

 臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消しを行う場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出

力）。 

  正本、副本及び教示文 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

項   目 内                容 

通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場合は、

「納税地」は印字されない。 

法人名  「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

発遣番号 

発送年月日 
 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

税務署  取消しの対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されていない場合

には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

発遣番号 

発送年月日（通知

本文） 

 取消しの対象となる「臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認通知書」

の発送年月日及び発遣番号を記載する。 

理由  取消しの理由を具体的に記載する。 

調査担当者の表示 「この通知に係る処分は、  の職員の調査に基づいて行いました。」の空白部分は、

この通知に係る処分が、国税局の国税調査官の調査に基づいて行われたものである場合に

のみ、当該国税調査官の所属する国税局名を記載し、その他の場合には、この文言の全部



を抹消する。 

 

 

６ 教示文 

  「（教示）輸出物品販売場等許可申請の却下・取消通知書」（GKCCJ0）が出力されるため、以下のとおり記載す

る。 

   税務署の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇税務署長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する税務署名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服

審判所名を印字する。 

   国税局の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇国税局長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する国税局名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審

判所名を印字する。 

７ 留意事項 

この通知書正本は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６

項（定義）に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定

する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

 



  

 

輸出物品販売場許可申請の許可通知書 

（一般型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的  

「輸出物品販売場許可申請の許可通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCI0）は、輸出物品販売場

の許可申請について、許可の通知を行うために使用する。 

２ 出力対象 

 輸出物品販売場許可申請を許可する場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

輸出物品販売場許可申請の許可決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出力）。 

  正本及び副本 

輸出物品販売場許可申請の許可決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

 項   目 内                容 

* 通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

 納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場

合は、「納税地」は印字されない。 

 法人名 「－」を表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

 氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

 発遣番号 

発送年月日 

 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載す

る。 

* 連絡先住所 連絡先がある場合は、「氏名・代表者氏名」欄の下に連絡先住所を印字する。 

（注）  副本、決議書添付用にのみ印字する。 

* 補完記入の表示 １ 「納税地」､｢法人名等」又は「氏名・代表者氏名」のいずれかに補完記入を要

する場合は､｢納税地」欄の右に「補完有」と表示する。 

２ 「連絡先」に補完記入を要する場合は、「氏名・代表者氏名」欄の下に「補完

有」と表示する。 

（注）それぞれ副本、決議書添付用にのみ印字する。 

 税務署  許可の対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

 許可年月日（通知本

文） 
 販売場等事績入力画面で入力された許可年月日を印字する。 

 輸出物品販売場の所

在地 

 販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の所在地を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

 輸出物品販売場の名

称 

 販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の名称を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

 (注) 項目名の左欄外に「＊」を付しているものは、様式の欄外に印字する項目である。 

 



 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されていな

い場合には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

提出年月日（通知

本文） 
 許可の対象となる「輸出物品販売場許可申請書」の提出年月日を記載する。 

輸出物品販売場の

所在地 

輸出物品販売場の

名称 

 補完記入を要するため、「輸出物品販売場の所在地」及び「輸出物品販売場の名

称」が印字されていない場合には、当該項目を記載する。 

 

 



  

 

輸出物品販売場許可申請の許可通知書 

（手続委託型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的  

「輸出物品販売場許可申請の許可通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCI1）は、輸出物品販売場

の許可申請について、許可の通知を行うために使用する。 

２ 出力対象 

 輸出物品販売場許可申請を許可する場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

輸出物品販売場許可申請の許可決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出力）。 

  正本及び副本 

輸出物品販売場許可申請の許可決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

 項   目 内                容 

* 通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

 納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場

合は、「納税地」は印字されない。 

 法人名 「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

 氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

* 連絡先住所 連絡先がある場合は、「氏名・代表者氏名」欄の下に連絡先住所を印字する。 

（注）  副本、決議書添付用にのみ印字する。 

* 補完記入の表示 

 

 

 

 

１ 「納税地」又は「氏名・代表者氏名」のいずれかに補完記入を要する場合は､

｢納税地」欄の右に「補完有」と表示する。 

２ 「連絡先」に補完記入を要する場合は、「氏名・代表者氏名」欄の下に「補完

有」と表示する。 

（注）それぞれ副本、決議書添付用にのみ印字する。 

 発遣番号 

発送年月日 

 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載す

る。 

 税務署  対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

 許可年月日（通知本

文） 
 販売場等事績入力画面で入力された許可年月日を印字する。 

 輸出物品販売場の所

在地 

 販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の所在地を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

 輸出物品販売場の名

称 

 販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の名称を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

 (注) 項目名の左欄外に「＊」を付しているものは、様式の欄外に印字する項目である。 



 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

法人名 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」、「法人名」及び「氏名・代表者氏名」が印

字されていない場合には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

提出年月日（通知

本文） 
 許可の対象となる「輸出物品販売場許可申請書」の提出年月日を記載する。 

輸出物品販売場の

所在地 

輸出物品販売場の

名称 

補完記入を要するため、「輸出物品販売場の所在地」及び「輸出物品販売場の名

称」が印字されていない場合には、当該項目を記載する。 

 

 





  

 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認通知書 

 

１ 使用目的  

「臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCI9）は、

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請について、承認の通知を行うために使用する。 

２ 出力対象 

 臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請を承認する場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出

力）。 

  正本及び副本 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

項   目 内                容 

通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場合は、

「納税地」は印字されない。 

法人名  「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

発遣番号 

発送年月日 
 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

税務署  承認の対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

承認年月日（通知本

文） 
 臨時販売場設置事業者事績入力画面で入力された承認年月日を印字する。 

 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されていない場合

には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

提出年月日（通知本

文） 

 承認の対象となる「臨時販売場を設置しようとする事業者に係る承認申請書」の提出年

月日を記載する。 

 

 





輸出物品販売場識別符号通知書 

（一般型・手続委託型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的 

「輸出物品販売場識別符号通知書｣(GKCCP90)は、輸出物品販売場を経営する事業者に対し

て輸出物品販売場における購入記録情報の提供方法等の届出書に基づき、消費税法施行規則

第６条の２第２項に規定する輸出物品販売場の識別符号を通知するために出力する。 

２ 出力対象 

識別符号が付番された輸出物品販売場を対象とする。 

３ 出力時期 

輸出物品販売場に識別符号を付番したのち出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

 項 目 内 容 

 通知書区分 「納税地」欄の上に「（副本）」と印字する。 
（注）副本にのみ印字する。 

 
納税地 

納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書き

で補完する。 

 
法人名 

「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

 

氏名・代表者氏名 

納税者管理情報を参照し、個人の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書

きで補完する。 

 発遣番号 

発送年月日 

 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送

年月日を記載する。 

 
税務署 

 輸出物品販売場を経営する事業者の納税地を所轄する税務署名

を印字する。 

 提出年月日（通知文

中） 

 輸出物品販売場における購入記録情報提供方法等届出書の登録

に際し、販売場等事績入力画面で入力された提出年月日を印字す

る。 

 識別符号 輸出物品販売場の識別符号を印字する。 

 輸出物品販売場の

所在地 

販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の所在地を印

字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書

きで補完する。 

 輸出物品販売場の

名称 

販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の名称を印字

する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書

きで補完する。 

 輸出物品販売場の

許可を受けた年月

日 

 販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の許可年月日

を印字する。 

 





臨時販売場を設置しようとする事業者の識別符号通知書 

（一般型・手続委託型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的 

「臨時販売場を設置しようとする事業者の識別符号通知書｣(GKCCPB0)は、臨時販売場を設

置しようとする事業者に対して輸出物品販売場における購入記録情報提供方法等届出書に基

づき、消費税法施行規則第６条の２第２項に規定する臨時販売場を設置しようとする事業者

の識別符号を通知するために出力する。 

２ 出力対象 

識別符号が付番された臨時販売場を設置しようとする事業者を対象とする。 

３ 出力時期 

臨時販売場を設置しようとする事業者に識別符号を付番したのち出力する（入力区分：通知

書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

 項 目 内 容 

 
通知書区分 

「納税地」欄の上に「（副本）」と印字する。 
（注）副本にのみ印字する。 

 
納税地 

納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書き

で補完する。 

 
法人名 

「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

 

氏名・代表者氏名 

納税者管理情報を参照し、個人の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書

きで補完する。 

 発遣番号 

発送年月日 

 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送

年月日を記載する。 

 
税務署 

 臨時販売場を設置しようとする事業者の納税地を所轄する税務

署名を印字する。 

 提出年月日（通知文

中） 

 輸出物品販売場における購入記録情報の提供方法等の届出書の

登録の際、臨時販売場設置事業者事績入力画面で入力された提出

年月日を印字する。 

 識別符号 臨時販売場を設置しようとする事業者の識別符号を印字する。 

 臨時販売場を設置

しようとする事業

者の承認を受けた

年月日 

 臨時販売場設置事業者事績入力画面で入力された臨時販売場を設

置しようとする事業者の承認年月日を印字する。 

 



 
 
 

 

 

特定商業施設の区分を大規模小売店舗から商店街の地区等に 

変更する手続委託型輸出物品販売場を経営する事業者の方へ 

 

１ 識別符号の設定について 

  貴社（殿）が免税販売手続を委託する「大規模小売店舗を特定商業施設とする免税手続カウン

ター」を設置している承認免税手続事業者が、当該免税手続カウンターを「商店街の地区等を特

定商業施設とする免税手続カウンター」とする承認を新たに受けました。したがって、貴社（殿）

が経営する手続委託型輸出物品販売場の所在する特定商業施設の区分も変更となります。 

特定商業施設の区分を大規模小売店舗から商店街の地区等に変更する手続委託型輸出物品販

売場については、既に許可を受けている「大規模小売店舗を特定商業施設とする手続委託型輸出

物品販売場」（以下「旧販売場」といいます。）の許可の効力が失われ、「商店街の地区等を特定

商業施設とする手続委託型輸出物品販売場」（以下「新販売場」といいます。）として新たに許可

されたものとみなされますので、識別符号が新たに付番されます。 

したがって、同封の新販売場に係る「輸出物品販売場識別符号通知書」に記載の識別符号を新

たに設定し、国税庁に購入記録情報を送信してください。 

なお、今後はこれまで使用していた旧販売場に係る識別符号を使用することはできませんので

ご留意ください。 

  また、購入記録情報を承認送信事業者が代理送信する場合は、新たに付番された識別符号を当

該承認送信事業者にお知らせください。 

 

２ クライアント証明書の取得について 

  旧販売場についてクライアント証明書の発行を受けている場合、当該クライアント証明書は失

効するため、新たにクライアント証明書を取得する必要があります。このお知らせ文に同封の「免

税販売管理システムへの購入記録情報の送信に向けた準備等について（お知らせ）」の「３ ク

ライアント証明書の取得について」を参照の上、送信機器にクライアント証明書をインストール

してください。 

  なお、当該手続について、所轄の税務署から連絡する場合があります。 

 

 内容についてご不明の点がありましたら、担当部門にお問い合わせください。 

（参考） 免税手続カウンターに係る特定商業施設の区分を大規模小売店舗から商店街の地区等に変更する場合の
手続 
既に大規模小売店舗を特定商業施設とする手続委託型輸出物品販売場の許可を受けている場合には、免税

販売手続を代理させている承認免税手続事業者が特定商業施設を大規模小売店舗から商店街の地区等に変更
する承認を受けることにより、当該販売場は商店街の地区等に所在する販売場として免税販売手続を代理さ
せることができます。 
引き続きその承認免税手続事業者に免税販売手続を代理させるためには、当該承認免税手続事業者が引き

続き免税販売手続を代理することに同意する旨の書類を当該承認免税手続事業者に提出する必要がありま
す。 

 

 

担当部門 

課税第  部門  

 電話  －   －  

 内線（    ）  

 

 

令和４年６月 
国 税 庁 





輸出物品販売場識別符号通知書 

（自動販売機型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的 

「輸出物品販売場識別符号通知書｣(GKCCP91)は、輸出物品販売場を経営する事業者に対し

て輸出物品販売場における購入記録情報の提供方法等の届出書に基づき、消費税法施行規則

第６条の２第２項に規定する輸出物品販売場の識別符号を通知するために出力する。 

２ 出力対象 

識別符号が付番された輸出物品販売場を対象とする。 

３ 出力時期 

輸出物品販売場に識別符号を付番したのち出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

 項 目 内 容 

 通知書区分 「納税地」欄の上に「（副本）」と印字する。 
（注）副本にのみ印字する。 

 
納税地 

納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書き

で補完する。 

 
法人名 

「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

 

氏名・代表者氏名 

納税者管理情報を参照し、個人の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書

きで補完する。 

 発遣番号 

発送年月日 

 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送

年月日を記載する。 

 
税務署 

 輸出物品販売場を経営する事業者の納税地を所轄する税務署名

を印字する。 

 提出年月日（通知文

中） 

 輸出物品販売場における購入記録情報提供方法等届出書の登録

に際し、販売場等事績入力画面で入力された提出年月日を印字す

る。 

 識別符号 輸出物品販売場の識別符号を印字する。 

 輸出物品販売場の

所在地 

販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の所在地を印

字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書

きで補完する。 

 輸出物品販売場の

名称 

販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の名称を印字

する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書

きで補完する。 

 指定自動販売機の

指定番号 

販売場等事績入力画面で入力された指定自動販売機の指定番号を

印字する。 

 自動販売機管理番

号 

販売場等事績入力画面で入力された自動販売機管理番号を印字す

る。 

 輸出物品販売場の

許可を受けた年月

日 

 販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の許可年月日

を印字する。 



 





臨時販売場を設置しようとする事業者の識別符号通知書 

（自動販売機型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的 

「臨時販売場を設置しようとする事業者の識別符号通知書｣(GKCCPB1)は、臨時販売場を設

置しようとする事業者に対して輸出物品販売場における購入記録情報提供方法等届出書に基

づき、消費税法施行規則第６条の２第２項に規定する臨時販売場を設置しようとする事業者

の識別符号を通知するために出力する。 

２ 出力対象 

識別符号が付番された臨時販売場を設置しようとする事業者を対象とする。 

３ 出力時期 

臨時販売場を設置しようとする事業者に識別符号を付番したのち出力する（入力区分：通知

書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

 項 目 内 容 

 
通知書区分 

「納税地」欄の上に「（副本）」と印字する。 
（注）副本にのみ印字する。 

 
納税地 

納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書き

で補完する。 

 
法人名 

「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

 

氏名・代表者氏名 

納税者管理情報を参照し、個人の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書

きで補完する。 

 発遣番号 

発送年月日 

 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送

年月日を記載する。 

 
税務署 

 臨時販売場を設置しようとする事業者の納税地を所轄する税務

署名を印字する。 

 提出年月日（通知文

中） 

 輸出物品販売場における購入記録情報の提供方法等の届出書の

登録の際、臨時販売場設置事業者事績入力画面で入力された提出

年月日を印字する。 

 識別符号 臨時販売場を設置しようとする事業者の識別符号を印字する。 

 臨時販売場を設置

しようとする事業

者の承認を受けた

年月日 

 臨時販売場設置事業者事績入力画面で入力された臨時販売場を設

置しようとする事業者の承認年月日を印字する。 

 





 

輸出物品販売場許可の取消通知書 

（自動販売機型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的 

  「輸出物品販売場許可の取消通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCID）は、輸出物品販売場の許

可について、取消しの通知を行うために使用する。 

なお、教示文については、《６ 教示文》を参照の上、通知書（正本）に添付する。 

２ 出力対象 

 輸出物品販売場許可の取消しを行う場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

輸出物品販売場許可の取消決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出力）。 

  正本、副本及び教示文 

輸出物品販売場許可の取消決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

項   目 内                容 

通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている

場合は、「納税地」は印字されない。 

法人名  「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完す

る。 

発遣番号 

発送年月日 

 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載す

る。 

税務署  取消しの対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されてい

ない場合には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

発遣番号 

発送年月日（通知

本文） 

 取消しの対象となる「輸出物品販売場許可申請の許可通知書」の発送年月日及

び発遣番号を記載する。 

理由  取消しの理由を具体的に記載する。 

調査担当者の表示 
「この通知に係る処分は、  の職員の調査に基づいて行いました。」の空白部



分は、この通知に係る処分が、国税局の国税調査官の調査に基づいて行われたも

のである場合にのみ、当該国税調査官の所属する国税局名を記載し、その他の場

合には、この文言の全部を抹消する。 

６ 教示文 

 「（教示）輸出物品販売場等許可申請の却下・取消通知書」（GKCCJ0）が出力されるため、以下のと

おり記載する。 

   税務署の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇税務署長」（〇〇は処分の対象となる

個人の納税地を管轄する税務署名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該税務署の管轄区域を管轄

する国税不服審判所名を記載する。 

   国税局の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇国税局長」（〇〇は処分の対象となる

個人の納税地を管轄する国税局名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該国税局の管轄区域を管轄

する国税不服審判所名を記載する。 

７ 留意事項 

この通知書正本は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）

第２条第６項（定義）に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者に

よる同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付

する。 

 





  

 

輸出物品販売場許可申請の許可通知書 

（自動販売機型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的  

「輸出物品販売場許可申請の許可通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCIC）は、輸出物品販売場

の許可申請について、許可の通知を行うために使用する。 

２ 出力対象 

 輸出物品販売場許可申請を許可する場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

輸出物品販売場許可申請の許可決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出力）。 

  正本及び副本 

輸出物品販売場許可申請の許可決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

 項   目 内                容 

* 通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

 納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場

合は、「納税地」は印字されない。 

 法人名 「－」を表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

 氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

 発遣番号 

発送年月日 

 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載す

る。 

* 連絡先住所 連絡先がある場合は、「氏名・代表者氏名」欄の下に連絡先住所を印字する。 

（注）  副本、決議書添付用にのみ印字する。 

* 補完記入の表示 １ 「納税地」､｢法人名等」又は「氏名・代表者氏名」のいずれかに補完記入を要

する場合は､｢納税地」欄の右に「補完有」と表示する。 

２ 「連絡先」に補完記入を要する場合は、「氏名・代表者氏名」欄の下に「補完

有」と表示する。 

（注）それぞれ副本、決議書添付用にのみ印字する。 

 税務署  許可の対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

 許可年月日（通知本

文） 
 販売場等事績入力画面で入力された許可年月日を印字する。 

 輸出物品販売場の所

在地 

 販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の所在地を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

 輸出物品販売場の名

称 

 販売場等事績入力画面で入力された輸出物品販売場の名称を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

 指定自動販売機の指

定番号 
 販売場等事績入力画面で入力された指定自動販売機の指定番号を印字する。 



 自動販売機管理番号 
販売場等事績入力画面で入力された自動販売機管理番号を印字する。 

 (注) 項目名の左欄外に「＊」を付しているものは、様式の欄外に印字する項目である。 

 

 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されていな

い場合には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

提出年月日（通知

本文） 
 許可の対象となる「輸出物品販売場許可申請書」の提出年月日を記載する。 

輸出物品販売場の

所在地 

輸出物品販売場の

名称 

 補完記入を要するため、「輸出物品販売場の所在地」及び「輸出物品販売場の名

称」が印字されていない場合には、当該項目を記載する。 

 

 





 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消通知書 

（自動販売機型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的 

  「臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCIG）は、臨

時販売場を設置しようとする事業者の承認について、取消しの通知を行うために作成する。 

なお、教示文については、《６ 教示文》を参照の上、通知書（正本）に添付する。 

２ 出力対象 

 臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消しを行う場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出

力）。 

  正本、副本及び教示文 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認の取消決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

項   目 内                容 

通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場合は、

「納税地」は印字されない。 

法人名  「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

発遣番号 

発送年月日 
 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

税務署  取消しの対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されていない場合

には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

発遣番号 

発送年月日（通知

本文） 

 取消しの対象となる「臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認通知書」

の発送年月日及び発遣番号を記載する。 

理由  取消しの理由を具体的に記載する。 

調査担当者の表示 「この通知に係る処分は、  の職員の調査に基づいて行いました。」の空白部分は、

この通知に係る処分が、国税局の国税調査官の調査に基づいて行われたものである場合に

のみ、当該国税調査官の所属する国税局名を記載し、その他の場合には、この文言の全部



を抹消する。 

 

 

６ 教示文 

  「（教示）輸出物品販売場等許可申請の却下・取消通知書」（GKCCJ0）が出力されるため、以下のとおり記載す

る。 

   税務署の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇税務署長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する税務署名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服

審判所名を印字する。 

   国税局の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇国税局長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する国税局名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服審

判所名を印字する。 

７ 留意事項 

この通知書正本は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６

項（定義）に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定

する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

 





  

 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の却下通知書 

（自動販売機型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的  

「臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の却下通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCIF）は、

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請について、却下の通知を行うために使用する。  

なお、教示文については、《６ 教示文》を参照の上、通知書（正本）に添付する。 

２ 出力対象 

 臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請を却下する場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の却下決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出

力）。 

  正本、副本及び教示文 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の却下決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

項   目 内                容 

通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場合は、

「納税地」は印字されない。 

法人名  「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

発遣番号 

発送年月日 
 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

税務署  却下の対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されていない場合

には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

提出年月日 

（通知本文） 

 却下の対象となる「臨時販売場を設置しようとする事業者に係る承認申請書」の提出年

月日を記載する。 

理由  却下の理由を具体的に記載する。 

 

６ 教示文 

「（教示）輸出物品販売場等許可申請の却下・取消通知書」（GKCCJ0）が出力されるため、以下のとおり記載す



る。 

   税務署の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇税務署長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する税務署名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該税務署の管轄区域を管轄する国税不服

審判所名を記載する。 

   国税局の職員の調査に基づく処分である場合 

「…３月以内に  に対して…」の空白部分には、「〇〇国税局長」（〇〇は処分の対象となる個人の納税地

を管轄する国税局名。）と記載する。 

また、「…（提出先は、  国税不服審判所…」の空白部分には、当該国税局の管轄区域を管轄する国税不服

審判所名を記載する。 

７ 留意事項 

この通知書正本は、書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６

項（定義）に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定

する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるものとして別途定めるものにより送付する。 

 

 





  

 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認通知書 

（自動販売機型輸出物品販売場用） 

 

１ 使用目的  

「臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認通知書（正本、副本及び決議書添付用）」（GKCCIE）は、

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請について、承認の通知を行うために使用する。 

２ 出力対象 

 臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請を承認する場合に出力する。 

３ 出力時期 

  決議書添付用 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認決議の決裁を受ける際、出力する（入力区分：決議書出

力）。 

  正本及び副本 

臨時販売場を設置しようとする事業者の承認申請の承認決議の決裁終了後、出力する（入力区分：通知書出力）。 

４ 主な出力項目の内容 

項   目 内                容 

通知書区分 「納税地」欄の上に通知書区分を印字する。 

①決議書添付用出力時・・・「（決議書添付用）」 

②正本出力時・・・印字しない。 

③副本出力時・・・「（副本）」 

納税地 納税者管理情報を参照し、納税地を印字する。 

（注）副本及び決議書添付用の「納税地」欄の右に「補完有」と印字されている場合は、

「納税地」は印字されない。 

法人名  「－」表示する。 

（注）対象者が法人の場合のみ、法人名を印字する。 

氏名・代表者氏名  納税者管理情報を参照し、事業者の氏名を印字する。 

（注）補完区分が「有」となっている場合、欄内は空欄のため手書きで補完する。 

発遣番号 

発送年月日 
 元号のみ印字される。通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

税務署  承認の対象となる事業者の納税地を所轄する税務署名を印字する。 

承認年月日（通知本

文） 
 臨時販売場設置事業者事績入力画面で入力された承認年月日を印字する。 

 

５ 記載要領 

項   目 内                容 

納税地 

氏名・代表者氏名 

補完記入を要するため、「納税地」及び「氏名・代表者氏名」が印字されていない場合

には、当該項目を記載する。 

発遣番号 

発送年月日 
 通知書を発送する際に発遣番号及び発送年月日を記載する。 

提出年月日（通知本

文） 

 承認の対象となる「臨時販売場を設置しようとする事業者に係る承認申請書」の提出年

月日を記載する。 

 

 



↓ 個人番号の記載にあたっては、左端を空欄とし、ここから記載してください。

納 税 地

（電話番号　　　　－　　　　－　　　　）

下記のとおり、ふるさと納税に係る特定事業者としての指定を受けたいので、所得税法施行規則第47条の２第
３項第１号イ⑵の規定により申請します。□□□□□□□□□□□□□□□□□

地方団体と寄附の仲介に関する契約を締結している法人である。
※地方団体との契約内容が分かる資料をご提示ください。

　□　はい　□　いいえ

令和　　年　　月　　日

指

定

要

件

の

確

認

仲介した寄附について、寄附者及び寄附を特定する番号を付番して管理し、寄
附者ごとに整理した名簿を作成して、当該名簿を５年間保存している。
※寄附を管理するシステムの概要が分かる資料をご提示ください。

寄附金控除に関する証明書について、国税庁が定める記載事項を網羅し、国税
庁が定めるファイル形式（XML形式）で発行する。
※証明書を発行するシステムの概要が分かる資料をご提示ください。

　□　はい　□　いいえ

寄附金控除に関する証明書について、マイナポータルを経由した発行を予定し
ている。

　□　はい　□　いいえ

（ フ リ ガ ナ ）

（ フ リ ガ ナ ）

法 人 番 号

ふるさと納税に係る特定事業者の指定申請書

申

請

者

（ フ リ ガ ナ ）

（〒　　　－　　　　）

法 人 の 名 称

代 表 者 氏 名

国税庁個人課税課長　殿

　□　はい　□　いいえ

仲介した寄附について、実際に地方団体への寄附が行われたかどうかの確認が
できる。
※決済代行事業者との契約内容が分かる資料をご提示ください。

　□　はい　□　いいえ

指

定

の

取

消

次に掲げる事実がある場合には、寄附金控除に関する証明書の発行ができなくなります。
①　上記の指定要件を満たさなくなったことその他寄附金が支出された事実を適正かつ確実に管理する
　ことができないと認められたこと。
②　特定事業者が所在不明であること。
③　特定事業者が事業を廃止したと認められること。
④　特定事業者が合併により消滅したと認められること。
⑤　特定事業者が法人税法又は消費税法の規定に違反して罰金以上の刑に処せられたこと。

　法人税法又は消費税法に違反して罰金以上の刑に処せられたことがない。
　（「いいえ」の場合は、次の質問にも答えてください。）

　□　はい　□　いいえ

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過し
ている。

　□　はい　□　いいえ
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書
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提
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用

年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書

整理欄

登
家

登
土

契
家

契
土

残 確 証
認
定

仮付 Ａ Ｂ Ｃ

台帳番号
一連番号

住民

１ 住所及び氏名

住 所

氏 名

フ リ ガナ

郵便番号 －

電話番号 （ ）

フ リ ガナ

氏 名

フ リ ガナ

氏 名

（ 共有者の氏名）

７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高

円

４ 家屋や土地等の取得対価の額

３ 増改築等をし た部分に係る事項
２ 新築又は購入し た家屋等に係る事項

居 住 開 始 年 月 日

取 得 対 価 の 額

家 屋 に 関 す る 事 項 土地等に関する 事項

漓●ア

漓●イ

漓●ウ

漓●エ

漓●オ

漓●カ

漓●キ

漓●ク

漓●ケ

漓●コ

漓●サ

漓●シ

漓●ス

漓●セ

漓●ソ

漓●タ

漓●チ

漓●ツ

漓●テ

円

円

㎡

㎡

・・

・

・

・

・

・・

漓

滷

狠 土 地 等狢 家 屋 狡 合 計 狹 増 改 築 等

（ , , ） × 漓漓●オ 漓●コ 漓●チ

・・
居 住 開 始 年 月 日

円

あ な た の 共 有 持 分
※共有の場合のみ書いてく ださ い｡

※小数点以下第２ 位ま で書き ます｡

総 （ 床 ） 面 積

う ち 居 住 用 部 分
の （ 床 ） 面 積

令和

増 改 築 等 の 費 用 の 額

のう ち居住用部分の金額漓●ソ

÷漓●ツ 漓●ソ

潭

狷 住 宅 の み 倏 土 地 等 の み 猗 住 宅及 び 土 地等 猊 増 改 築 等

÷漓●キ 漓●カ

潸

澁

澀

潯

潛

濳

÷漓●シ 漓●サ

・

・

・

・

・

・

・

・

円

％

円

円

％

円

円

住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

※連帯債務がない場合には、 潸の金額を書き ます｡

新築、 購入及び増改築等に係る
住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

潺 と 澀 の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

居住用部分に係る住宅借入金等の年末残高
（ 潯 × 潛 ）

住宅借入金等の年末残高の合計額（ 狷の濳＋倏の濳＋猗の濳＋猊の濳）

※ 潭の金額を二面の「 住宅借入金等の年末残高の合計額潭」 欄に転記し ます。

居 住 用 割 合
※90％以上である場合には、 100. 0％と 書きます｡

（（ 付表）の澑の金額）

※連帯債務がない場合には､100. 00% と 書き ます｡
（（ 付表）の潘の割合）

連帯債務に係るあなたの負担割合

整 理
番 号

※共有の場合のみ書いてく ださ い。

（ － （ － ））漓●ウ 漓●エ 漓●ク 漓●ケ （ － ）漓●ソ 漓●タ

（ × 狢 の 漓 ）漓●オ 漓●オ （ × 狠 の 漓 ）漓●コ 漓●コ （ × 狹 の 漓 ）漓●チ 漓●チ（ 狢の滷＋狠の滷）又は（ 狠の滷＋狹の滷）

澆

潺

住 宅 取 得 等 資 金 の 贈 与 の
特 例 を 受 け た 金 額 等

あなたの持分に係る取得対価の額等
（ 滷 － 澆 ）

円

円

５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課さ れるべき 消費税額等に関する事項

なし 又は５ ％ ８ ％ ％10
税率が10％の場合に ､ に含まれる漓●ウ 漓●ソ
消費税額及び地方消費税額の合計額
（ 契約書等に記載さ れた消費税額）

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
取 得 対 価 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
増 改 築 等 の 費 用 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

〔 平成
令和 〕 平成

令和
平成
令和

重複適用（ の特例） を受ける
場合は、 右の該当する文字に
○をし た上で、 二面の澹の金
額を転記し てく ださ い。

円

澹

※共有でない場合は､ , , を 書いてく ださ い｡漓●オ 漓●コ 漓●チ

９ （ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額
円

澣（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 ※ 二面の該当する番号及び金額を 転記し ます。
番
号

８ 特定の増改築等に係る事項 （ 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を 受ける場合のみ書いてく ださ い｡）

澂 高 齢 者 等 居 住 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額 潼 断熱改修工事等の費用の額 潘 澎

澳
（ 潭と 潦のいずれか少ない方の金額で最高250万円｡
た だし 、 住宅の増改築等（ 特定多世帯同居改修
工 事等 に 係る も の を 除 き ま す｡）が 特定 取得

（ ※二面参照）に該当し ない場合は、 最高200万円｡）

特定増改築等住宅借入金等、 特定断熱改修住宅借入金等又は特定
多世帯同居改修住宅借入金等の年末残高

次の澂欄から 澑欄に補助金等控除後の金額
を 書いてく ださ い。 こ れら の金額が50万円
を 超える と き に特定増改築等住宅借入金等
特別控除の適用を 受ける こ と ができ ます。
詳し く は、 控用の裏面を参照し てく ださ い。

円

円
（ 濂又は濂×Ｄ の漓）

あな た の持分に 係る 特定の
増 改 築 等 工 事 の 費 用 の 額潦濂 （ 澂＋潘＋澎＋澑）

特定の増改築等工事の費用の合計額澑 特 定 耐 久 性 向 上 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 多 世 帯 同 居 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 断 熱 改 修 工 事
等 の 費 用 の 額

家 屋: 1
: 2増改築等 澡

澤

８ ％･10％
同一年中

取得

翌年分以後に年末調整でこ の控除を受けるための、 控除証明書の
交付を要し ない方は､右の「 要し ない」の文字を○で囲んでく ださ い｡

10 控除証明書の交付を要し ない場合

要し ない

重複適用 重複適用の特例
同一年中に８ ％及び10％の消費税
率が含ま れる 家屋の取得等又は
増改築等を し た場合は、 右の欄に
○を し た上で、 10％に係る 部分の
金額等を 書いてく ださ い｡

円

円

又は の金額漓●ウ 漓●ソ
（ 10％に係る部分のみ）

狢 の 潺 又 は
狹の潺の金額

（ 10％に係る部分のみ）

・・
平成
令和

区
分

契 約 日
契 約 区 分

円

契 約 日
・・

平成
令和

※次に該当する 場合に、 書いてく ださ い。

不 動 産 番 号 家 屋 土 地

こ の明細書の書き 方については、 控用の裏面を 参照し てく ださ い。 住宅借入金等に連帯債務がある 場合には、 併せて付表を 使用し ます。○ ○

６ 新型コ ロ ナウイ ルスの影響による 入居遅延

あり

増 改 築 等 を し た
家 屋 の 総 床 面 積 ・

㎡



提
出
用

○

二
面

は

一
面

と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

二
面

次の該当する 算式のう ち 、 いずれか一の算式により 計算し ます。

令和03年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算

氏名

番

号
居住の用に供し た日等 算式等

（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額

（ 100円未満の端数切捨て）

１

住宅借入金

等特別控除

の適用を 受

け る 場 合

（ ２ か ら ８

のいずれか

を 選択する

場 合 を 除

き ま す ｡ ）

住宅借入金

等特別控除

の控除額の
特例を 選択

し た 場 合

認定住
宅の新
築等に
係る住
宅借入
金等特
別控除
の特例
を選択
し た
場 合

認定住

宅が認

定長期

優良住

宅に該

当する

と き

平成26年
1月1日か
ら 令和３
年12月31
日までの
間に居住
の用に供
し た場合

平成25年中に居住

の用に供し た場合

平成24年中に居住

の用に供し た場合

平成20年中に居住

の用に供し た場合

平成19年中に居住

の用に供し た場合

平成26年
1月1日か
ら 令和３
年12月31
日までの
間に居住
の用に供
し た場合

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭×0. 004＝

潭×0. 004＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

（ 最高40万円）

（ 最高20万円）

（ 最高20万円）

（ 最高30万円）

（ 最高８ 万円）

（ 最高10万円）

（ 最高50万円）

（ 最高30万円）

（ 最高30万円）

（ 最高40万円）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

平成25年中に居住

の用に供し た場合

平成24年中に居住

の用に供し た場合

２

３

番

号
居住の用に供し た日等 算式等

（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額

（ 100円未満の端数切捨て）

４
平成25年中に居住

の用に供し た場合

澣

澣

澣

澣

（ 最高50万円）

（ 最高30万円）

（ 最高30万円）

（ 最高40万円）

円

円

円

円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

平成26年４ 月１ 日から 令
和３ 年12月31日までの間
に居住の用に供し た場合

５

８

６

平成24年12月４ 日から 平
成24年12月31日までの間
に居住の用に供し た場合

平成25年１ 月１ 日から 平
成26年３ 月31日までの間
に居住の用に供し た場合

平成24年中に居住

の用に供し た場合

潭×0. 012＝

潭×0. 012＝

潭×0. 012＝

平成29
年１ 月
１ 日か
ら 令和
３ 年12
月31日
までの
間に居
住の用
に供し
た場合

高齢者等居

住改修工事

等に係る 特

定増改築等

住宅借入金

等特別控除

を 選択し た
場 合

断熱改修工

事等に係る

特定増改築

等住宅借入

金等特別控

除 を 選 択

し た 場 合

平成29
年１ 月
１ 日か
ら 令和
３ 年12
月31日
までの
間に居
住の用
に供し
た場合

震災特例法

の住宅の再

取得等に係

る 住宅借入

金等特別控

除の控除額

の特例を 選
択し た場合

住宅の増改築等が特定取得に
該当すると き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

住宅の増改築等が特定取得に
該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

住宅の増改築等が特定取得に
該当すると き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

住宅の増改築等が特定取得に
該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

円

円

円

澣

（ 最高12万５ 千円） 円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

住宅借入金等の年末残高の合計額 ※ 一面の潭の金額を 転記し ます。 潭
円

７

多世帯同居改
修工事等に係
る特定増改築
等住宅借入金
等特別控除を
選択し た場合

認定住
宅の新
築等に
係る住
宅借入
金等特
別控除
の特例
を選択
し た
場 合

認定住

宅が認

定低炭

素住宅

に該当

す る

と き

澣

澣

澣

澣

（ 最高60万円）

（ 最高36万円）

（ 最高48万円）

平成29年１ 月１ 日から 令和３ 年12月
31日までの間に居住の用に供し た場合

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝ ０ ０

澣

澣

澣

平成26年
1月1日か
ら 令和３
年12月31
日までの
間に居住
の用に供
し た場合

円

円

円

円

（ 最高12万５ 千円）

（ 最高12万円）

（ 最高12万５ 千円）

（ 最高12万円）

０ ０

０ ０

０ ０

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当すると き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当し ないと き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当すると き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当し ないと き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当すると き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当し ないと き

二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 住宅借入金等の金額がある 場合（ こ れら の住宅の取得等又は住宅の増改築等が同一の

年に属する も ので、 上記の表で同一の欄を 使用し て計算する 場合を 除き ま す｡） には、 その住宅の取得等又は住宅の増改築等ごと に（ 特

定増改築等） 住宅借入金等特別控除額の計算明細書を 作成し 、 その作成し た各明細書の澣欄の金額の合計額を 最も 新し い住宅の取得等又

は住宅の増改築等に係る 明細書の澹欄に記載し ます。

※ 澹欄の金額を 一面の澹欄に転記し ます。

澹

澹

重複適用を 受ける場合

震災特例法の重複適用
の特例 を 受 け る 場 合

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額（ 住宅の取得等又は住宅の増改築等に

係る控除限度額のう ち最も 高い控除限度額が限度と なり ます｡） を記載し ます。

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額を 記載し ます。

０ ０

０ ０

円

円

※１ 澣欄の金額を 一面の澣欄に転記し ます。

※２ 澣欄の括弧内の金額は、 居住の用に供し た日の属する 年における 住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 控除限度額と なり ます。

※３ （ 特別） 特定取得と は、 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に含まれる 消費税額等が、 ８ ％又は10％の税率によ り 課さ れ

る べき 消費税額等である 場合における その住宅の取得等を いいます。

※４ 「（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）」 欄は､ 再居住の特例の適用を 受ける 方が､ 転居年月日や再居住開始年月日などを 記載し ます｡

（ １ ）

不動産番号が第一面に書ききれない場合○

（ ２ ）

重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を受ける場合○

（ ３ ）

（ ４ ）

※（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除の

対象と なる 家屋や土地が複数ある場合で、

第一面の「 不動産番号」 欄に書き き れない

家屋や土地の不動産番号を 記載し ます。

（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）

転 居 年 月 日

居住の用に供し ていない

期 間の家 屋の 用途

その家屋に係る（ 特定

増改築等） 住宅借入金

等 特別 控除 の適用

再居住開始年月日

【 再び居住の用に供し た場合の再適用】
再び居住の用に供し たこ と によ
り ､（ 特定増改築等） 住宅借入
金等特別控除の再適用を 受ける

【 再び居住の用に供し た場合の適用】
再び居住の用に 供し た こ と に よ り 、
初めてその家屋に係る（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除の適用を 受ける

賃貸の用 年 月 日～ 年 月 日

空家 その他（ ）

年 月 日 年 月 日



１ 住所及び氏名

住 所

氏 名

フ リ ガナ

郵便番号 －

電話番号 （ ）

フ リ ガナ

氏 名

フ リ ガナ

氏 名

（ 共有者の氏名）

７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高

円

４ 家屋や土地等の取得対価の額

３ 増改築等をし た部分に係る事項
２ 新築又は購入し た家屋等に係る事項

居 住 開 始 年 月 日

取 得 対 価 の 額

家 屋 に 関 す る 事 項 土地等に関する 事項

漓●ア

漓●イ

漓●ウ

漓●エ

漓●オ

漓●カ

漓●キ

漓●ク

漓●ケ

漓●コ

漓●サ

漓●シ

円

円

㎡

㎡

・・

・

・

・

・

・・

漓

滷

狠 土 地 等狢 家 屋 狡 合 計 狹 増 改 築 等

（ , , ） × 漓漓●オ 漓●コ 漓●チ

・・
居 住 開 始 年 月 日

円

あ な た の 共 有 持 分
※共有の場合のみ書いてく ださ い｡

※小数点以下第２ 位ま で書き ます｡

総 （ 床 ） 面 積

う ち 居 住 用 部 分
の （ 床 ） 面 積

令和

増 改 築 等 の 費 用 の 額

のう ち居住用部分の金額漓●ソ

÷漓●ツ 漓●ソ

潭

狷 住 宅 の み 倏 土 地 等 の み 猗 住 宅及 び 土 地等 猊 増 改 築 等

÷漓●キ 漓●カ

潸

澁

澀

潯

潛

濳

÷漓●シ 漓●サ

・

・

・

・

・

・

・

・

円

％

円

円

％

円

円

住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

※連帯債務がない場合には、 潸の金額を書き ます｡

新築、 購入及び増改築等に係る
住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

潺 と 澀 の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

居住用部分に係る住宅借入金等の年末残高
（ 潯 × 潛 ）

住宅借入金等の年末残高の合計額（ 狷の濳＋倏の濳＋猗の濳＋猊の濳）

※ 潭の金額を二面の「 住宅借入金等の年末残高の合計額潭」 欄に転記し ます。

居 住 用 割 合
※90％以上である場合には、 100. 0％と 書きます｡

（（ 付表）の澑の金額）

※連帯債務がない場合には､100. 00% と 書き ます｡
（（ 付表）の潘の割合）

連帯債務に係るあなたの負担割合

（ － （ － ））漓●ウ 漓●エ 漓●ク 漓●ケ （ － ）漓●ソ 漓●タ

（ × 狢 の 漓 ）漓●オ 漓●オ （ × 狠 の 漓 ）漓●コ 漓●コ （ × 狹 の 漓 ）漓●チ 漓●チ（ 狢の滷＋狠の滷）又は（ 狠の滷＋狹の滷）

澆

潺

住 宅 取 得 等 資 金 の 贈 与 の
特 例 を 受 け た 金 額 等

あなたの持分に係る取得対価の額等
（ 滷 － 澆 ）

円

円

５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課さ れるべき 消費税額等に関する事項

なし 又は５ ％ ８ ％ ％10
税率が10％の場合に ､ に含まれる漓●ウ 漓●ソ
消費税額及び地方消費税額の合計額
（ 契約書等に記載さ れた消費税額）

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
取 得 対 価 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
増 改 築 等 の 費 用 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

〔 平成
令和 〕 平成

令和
平成
令和

重複適用（ の特例） を受ける
場合は、 右の該当する文字に
○をし た上で、 二面の澹の金
額を転記し てく ださ い。

円

澹

※共有でない場合は､ , , を 書いてく ださ い｡漓●オ 漓●コ 漓●チ

９ （ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額
円

澣（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 ※ 二面の該当する番号及び金額を 転記し ます。
番
号

８ 特定の増改築等に係る事項 （ 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を 受ける場合のみ書いてく ださ い｡）

澂 高 齢 者 等 居 住 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額 潼 断熱改修工事等の費用の額 潘 澎

澳
（ 潭と 潦のいずれか少ない方の金額で最高250万円｡
た だし 、 住宅の増改築等（ 特定多世帯同居改修
工 事等 に 係る も の を 除 き ま す｡）が 特定 取得

（ ※二面参照）に該当し ない場合は、 最高200万円｡）

特定増改築等住宅借入金等、 特定断熱改修住宅借入金等又は特定
多世帯同居改修住宅借入金等の年末残高

次の澂欄から 澑欄に補助金等控除後の金額
を 書いてく ださ い。 こ れら の金額が50万円
を 超える と き に特定増改築等住宅借入金等
特別控除の適用を 受ける こ と ができ ます。
詳し く は、 控用の裏面を参照し てく ださ い。

円

円
（ 濂又は濂×Ｄ の漓）

あな た の持分に 係る 特定の
増 改 築 等 工 事 の 費 用 の 額潦濂 （ 澂＋潘＋澎＋澑）

特定の増改築等工事の費用の合計額澑 特 定 耐 久 性 向 上 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 多 世 帯 同 居 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 断 熱 改 修 工 事
等 の 費 用 の 額

家 屋: 1
: 2増改築等 澡

澤

８ ％･10％
同一年中

取得
重複適用 重複適用の特例

同一年中に８ ％及び10％の消費税
率が含ま れる 家屋の取得等又は
増改築等を し た場合は、 右の欄に
○を し た上で、 10％に係る 部分の
金額等を 書いてく ださ い｡

円

円

又は の金額漓●ウ 漓●ソ
（ 10％に係る部分のみ）

狢 の 潺 又 は
狹の潺の金額

（ 10％に係る部分のみ）

・・
平成
令和

区
分

契 約 日
契 約 区 分

円

・・
平成
令和

※次に該当する 場合に、 書いてく ださ い。

不 動 産 番 号 家 屋 土 地

６ 新型コ ロ ナウイ ルスの影響による 入居遅延

あり

漓●ス

漓●セ

漓●ソ

漓●タ

漓●チ

漓●ツ

漓●テ

契 約 日

㎡増 改 築 等 を し た
家 屋 の 総 床 面 積 ・

一
面

年分

○住



二
面

○住

次の該当する 算式のう ち 、 いずれか一の算式により 計算し ます。

令和03年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算

氏名

番

号
居住の用に供し た日等 算式等

（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額

（ 100円未満の端数切捨て）

１

住宅借入金

等特別控除

の適用を 受

け る 場 合

（ ２ か ら ８

のいずれか

を 選択する

場 合 を 除

き ま す ｡ ）

住宅借入金

等特別控除

の控除額の
特例を 選択

し た 場 合

認定住
宅の新
築等に
係る住
宅借入
金等特
別控除
の特例
を選択
し た
場 合

認定住

宅が認

定長期

優良住

宅に該

当する

と き

平成26年
1月1日か
ら 令和３
年12月31
日までの
間に居住
の用に供
し た場合

平成25年中に居住

の用に供し た場合

平成24年中に居住

の用に供し た場合

平成20年中に居住

の用に供し た場合

平成19年中に居住

の用に供し た場合

平成26年
1月1日か
ら 令和３
年12月31
日までの
間に居住
の用に供
し た場合

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭×0. 004＝

潭×0. 004＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

（ 最高40万円）

（ 最高20万円）

（ 最高20万円）

（ 最高30万円）

（ 最高８ 万円）

（ 最高10万円）

（ 最高50万円）

（ 最高30万円）

（ 最高30万円）

（ 最高40万円）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

平成25年中に居住

の用に供し た場合

平成24年中に居住

の用に供し た場合

２

３

番

号
居住の用に供し た日等 算式等

（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額

（ 100円未満の端数切捨て）

４
平成25年中に居住

の用に供し た場合

澣

澣

澣

澣

（ 最高50万円）

（ 最高30万円）

（ 最高30万円）

（ 最高40万円）

円

円

円

円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

平成26年４ 月１ 日から 令
和３ 年12月31日までの間
に居住の用に供し た場合

５

８

６

平成24年12月４ 日から 平
成24年12月31日までの間
に居住の用に供し た場合

平成25年１ 月１ 日から 平
成26年３ 月31日までの間
に居住の用に供し た場合

平成24年中に居住

の用に供し た場合

潭×0. 012＝

潭×0. 012＝

潭×0. 012＝

平成29
年１ 月
１ 日か
ら 令和
３ 年12
月31日
までの
間に居
住の用
に供し
た場合

高齢者等居

住改修工事

等に係る 特

定増改築等

住宅借入金

等特別控除

を 選択し た
場 合

断熱改修工

事等に係る

特定増改築

等住宅借入

金等特別控

除 を 選 択

し た 場 合

平成29
年１ 月
１ 日か
ら 令和
３ 年12
月31日
までの
間に居
住の用
に供し
た場合

震災特例法

の住宅の再

取得等に係

る 住宅借入

金等特別控

除の控除額

の特例を 選
択し た場合

住宅の増改築等が特定取得に
該当すると き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

住宅の増改築等が特定取得に
該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

住宅の増改築等が特定取得に
該当すると き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

住宅の増改築等が特定取得に
該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

円

円

円

澣

（ 最高12万５ 千円） 円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

住宅借入金等の年末残高の合計額 ※ 一面の潭の金額を 転記し ます。 潭
円

７

多世帯同居改
修工事等に係
る特定増改築
等住宅借入金
等特別控除を
選択し た場合

認定住
宅の新
築等に
係る住
宅借入
金等特
別控除
の特例
を選択
し た
場 合

認定住

宅が認

定低炭

素住宅

に該当

す る

と き

澣

澣

澣

澣

（ 最高60万円）

（ 最高36万円）

（ 最高48万円）

平成29年１ 月１ 日から 令和３ 年12月
31日までの間に居住の用に供し た場合

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝ ０ ０

澣

澣

澣

平成26年
1月1日か
ら 令和３
年12月31
日までの
間に居住
の用に供
し た場合

円

円

円

円

（ 最高12万５ 千円）

（ 最高12万円）

（ 最高12万５ 千円）

（ 最高12万円）

０ ０

０ ０

０ ０

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当すると き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当し ないと き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当すると き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当し ないと き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当すると き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当し ないと き

二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 住宅借入金等の金額がある 場合（ こ れら の住宅の取得等又は住宅の増改築等が同一の

年に属する も ので、 上記の表で同一の欄を 使用し て計算する 場合を 除き ま す｡） には、 その住宅の取得等又は住宅の増改築等ごと に（ 特

定増改築等） 住宅借入金等特別控除額の計算明細書を 作成し 、 その作成し た各明細書の澣欄の金額の合計額を 最も 新し い住宅の取得等又

は住宅の増改築等に係る 明細書の澹欄に記載し ます。

※ 澹欄の金額を 一面の澹欄に転記し ます。

澹

澹

重複適用を 受ける場合

震災特例法の重複適用
の特例 を 受 け る 場 合

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額（ 住宅の取得等又は住宅の増改築等に

係る控除限度額のう ち最も 高い控除限度額が限度と なり ます｡） を記載し ます。

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額を 記載し ます。

０ ０

０ ０

円

円

※１ 澣欄の金額を 一面の澣欄に転記し ます。

※２ 澣欄の括弧内の金額は、 居住の用に供し た日の属する 年における 住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 控除限度額と なり ます。

※３ （ 特別） 特定取得と は、 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に含まれる 消費税額等が、 ８ ％又は10％の税率によ り 課さ れ

る べき 消費税額等である 場合における その住宅の取得等を いいます。

※４ 「（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）」 欄は､ 再居住の特例の適用を 受ける 方が､ 転居年月日や再居住開始年月日などを 記載し ます｡

（ １ ）

不動産番号が第一面に書ききれない場合○

（ ２ ）

重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を受ける場合○

（ ３ ）

（ ４ ）

※（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除の

対象と なる 家屋や土地が複数ある場合で、

第一面の「 不動産番号」 欄に書き き れない

家屋や土地の不動産番号を 記載し ます。

（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）

転 居 年 月 日

居住の用に供し ていない

期 間の家 屋の 用途

その家屋に係る（ 特定

増改築等） 住宅借入金

等 特別 控除 の適用

再居住開始年月日

【 再び居住の用に供し た場合の再適用】
再び居住の用に供し たこ と によ
り ､（ 特定増改築等） 住宅借入
金等特別控除の再適用を 受ける

【 再び居住の用に供し た場合の適用】
再び居住の用に 供し た こ と に よ り 、
初めてその家屋に係る（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除の適用を 受ける

賃貸の用 年 月 日～ 年 月 日

空家 その他（ ）

年 月 日 年 月 日



控

用

○

こ
の
用
紙
は

控
用

で
す
。
申
告
に
は
、
必
ず

提
出
用

を
使
っ
て
く
だ
さ
い
。

一
面

年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書
１ 住所及び氏名

住 所

氏 名

フ リ ガナ

郵便番号 －

電話番号 （ ）

フ リ ガナ

氏 名

フ リ ガナ

氏 名

（ 共有者の氏名）

７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高

円

４ 家屋や土地等の取得対価の額

３ 増改築等をし た部分に係る事項
２ 新築又は購入し た家屋等に係る事項

居 住 開 始 年 月 日

取 得 対 価 の 額

家 屋 に 関 す る 事 項 土地等に関する 事項

漓●ア

漓●イ

漓●ウ

漓●エ

漓●オ

漓●カ

漓●キ

漓●ク

漓●ケ

漓●コ

漓●サ

漓●シ

漓●ス

漓●セ

漓●ソ

漓●タ

漓●チ

漓●ツ

漓●テ

円

円

㎡

㎡

・・

・

・

・

・

・・

漓

滷

狠 土 地 等狢 家 屋 狡 合 計 狹 増 改 築 等

（ , , ） × 漓漓●オ 漓●コ 漓●チ

・・
居 住 開 始 年 月 日

円

あ な た の 共 有 持 分
※共有の場合のみ書いてく ださ い｡

※小数点以下第２ 位ま で書き ます｡

総 （ 床 ） 面 積

う ち 居 住 用 部 分
の （ 床 ） 面 積

令和

増 改 築 等 の 費 用 の 額

のう ち居住用部分の金額漓●ソ

÷漓●ツ 漓●ソ

潭

狷 住 宅 の み 倏 土 地 等 の み 猗 住 宅及 び 土 地等 猊 増 改 築 等

÷漓●キ 漓●カ

潸

澁

澀

潯

潛

濳

÷漓●シ 漓●サ

・

・

・

・

・

・

・

・

円

％

円

円

％

円

円

住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

※連帯債務がない場合には、 潸の金額を書き ます｡

新築、 購入及び増改築等に係る
住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高

潺 と 澀 の い ず れ か
少 な い 方 の 金 額

居住用部分に係る住宅借入金等の年末残高
（ 潯 × 潛 ）

住宅借入金等の年末残高の合計額（ 狷の濳＋倏の濳＋猗の濳＋猊の濳）

※ 潭の金額を二面の「 住宅借入金等の年末残高の合計額潭」 欄に転記し ます。

居 住 用 割 合
※90％以上である場合には、 100. 0％と 書きます｡

（（ 付表）の澑の金額）

※連帯債務がない場合には､100. 00% と 書き ます｡
（（ 付表）の潘の割合）

連帯債務に係るあなたの負担割合

整 理
番 号

※共有の場合のみ書いてく ださ い。

（ － （ － ））漓●ウ 漓●エ 漓●ク 漓●ケ （ － ）漓●ソ 漓●タ

（ × 狢 の 漓 ）漓●オ 漓●オ （ × 狠 の 漓 ）漓●コ 漓●コ （ × 狹 の 漓 ）漓●チ 漓●チ（ 狢の滷＋狠の滷）又は（ 狠の滷＋狹の滷）

澆

潺

住 宅 取 得 等 資 金 の 贈 与 の
特 例 を 受 け た 金 額 等

あなたの持分に係る取得対価の額等
（ 滷 － 澆 ）

円

円

５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課さ れるべき 消費税額等に関する事項

なし 又は５ ％ ８ ％ ％10
税率が10％の場合に ､ に含まれる漓●ウ 漓●ソ
消費税額及び地方消費税額の合計額
（ 契約書等に記載さ れた消費税額）

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
取 得 対 価 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

円

円補 助 金 等 控 除 前 の
増 改 築 等 の 費 用 の 額

交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 額

〔 平成
令和 〕 平成

令和
平成
令和

重複適用（ の特例） を受ける
場合は、 右の該当する文字に
○をし た上で、 二面の澹の金
額を転記し てく ださ い。

円

澹

※共有でない場合は､ , , を 書いてく ださ い｡漓●オ 漓●コ 漓●チ

９ （ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額
円

澣（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 ※ 二面の該当する番号及び金額を 転記し ます。
番
号

８ 特定の増改築等に係る事項 （ 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を 受ける場合のみ書いてく ださ い｡）

澂 高 齢 者 等 居 住 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額 潼 断熱改修工事等の費用の額 潘 澎

澳
（ 潭と 潦のいずれか少ない方の金額で最高250万円｡
た だし 、 住宅の増改築等（ 特定多世帯同居改修
工 事等 に 係る も の を 除 き ま す｡）が 特定 取得

（ ※二面参照）に該当し ない場合は、 最高200万円｡）

特定増改築等住宅借入金等、 特定断熱改修住宅借入金等又は特定
多世帯同居改修住宅借入金等の年末残高

次の澂欄から 澑欄に補助金等控除後の金額
を 書いてく ださ い。 こ れら の金額が50万円
を 超える と き に特定増改築等住宅借入金等
特別控除の適用を 受ける こ と ができ ます。
詳し く は、 控用の裏面を参照し てく ださ い。

円

円
（ 濂又は濂×Ｄ の漓）

あな た の持分に 係る 特定の
増 改 築 等 工 事 の 費 用 の 額潦濂 （ 澂＋潘＋澎＋澑）

特定の増改築等工事の費用の合計額澑 特 定 耐 久 性 向 上 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 多 世 帯 同 居 改 修
工 事 等 の 費 用 の 額

特 定 断 熱 改 修 工 事
等 の 費 用 の 額

家 屋: 1
: 2増改築等 澡

澤

８ ％･10％
同一年中

取得

翌年分以後に年末調整でこ の控除を受けるための、 控除証明書の
交付を要し ない方は､右の「 要し ない」の文字を○で囲んでく ださ い｡

10 控除証明書の交付を要し ない場合

要し ない

重複適用 重複適用の特例
同一年中に８ ％及び10％の消費税
率が含ま れる 家屋の取得等又は
増改築等を し た場合は、 右の欄に
○を し た上で、 10％に係る 部分の
金額等を 書いてく ださ い｡

円

円

又は の金額漓●ウ 漓●ソ
（ 10％に係る部分のみ）

狢 の 潺 又 は
狹の潺の金額

（ 10％に係る部分のみ）

・・
平成
令和

区
分

契 約 日
契 約 区 分

円

契 約 日
・・

平成
令和

※次に該当する 場合に、 書いてく ださ い。

不 動 産 番 号 家 屋 土 地

こ の明細書の書き 方については、 控用の裏面を 参照し てく ださ い。 住宅借入金等に連帯債務がある 場合には、 併せて付表を 使用し ます。○ ○

６ 新型コ ロ ナウイ ルスの影響による 入居遅延

あり

増 改 築 等 を し た
家 屋 の 総 床 面 積 ・

㎡



控

用

○

こ
の
用
紙
は

控
用

で
す
。
申
告
に
は
、
必
ず

提
出
用

を
使
っ
て
く
だ
さ
い
。

二
面

次の該当する 算式のう ち 、 いずれか一の算式により 計算し ます。

令和03年分（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算

氏名

番

号
居住の用に供し た日等 算式等

（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額

（ 100円未満の端数切捨て）

１

住宅借入金

等特別控除

の適用を 受

け る 場 合

（ ２ か ら ８

のいずれか

を 選択する

場 合 を 除

き ま す ｡ ）

住宅借入金

等特別控除

の控除額の
特例を 選択

し た 場 合

認定住
宅の新
築等に
係る住
宅借入
金等特
別控除
の特例
を選択
し た
場 合

認定住

宅が認

定長期

優良住

宅に該

当する

と き

平成26年
1月1日か
ら 令和３
年12月31
日までの
間に居住
の用に供
し た場合

平成25年中に居住

の用に供し た場合

平成24年中に居住

の用に供し た場合

平成20年中に居住

の用に供し た場合

平成19年中に居住

の用に供し た場合

平成26年
1月1日か
ら 令和３
年12月31
日までの
間に居住
の用に供
し た場合

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭×0. 004＝

潭×0. 004＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

潭× 0. 01＝

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

澣

（ 最高40万円）

（ 最高20万円）

（ 最高20万円）

（ 最高30万円）

（ 最高８ 万円）

（ 最高10万円）

（ 最高50万円）

（ 最高30万円）

（ 最高30万円）

（ 最高40万円）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

平成25年中に居住

の用に供し た場合

平成24年中に居住

の用に供し た場合

２

３

番

号
居住の用に供し た日等 算式等

（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除額

（ 100円未満の端数切捨て）

４
平成25年中に居住

の用に供し た場合

澣

澣

澣

澣

（ 最高50万円）

（ 最高30万円）

（ 最高30万円）

（ 最高40万円）

円

円

円

円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

平成26年４ 月１ 日から 令
和３ 年12月31日までの間
に居住の用に供し た場合

５

８

６

平成24年12月４ 日から 平
成24年12月31日までの間
に居住の用に供し た場合

平成25年１ 月１ 日から 平
成26年３ 月31日までの間
に居住の用に供し た場合

平成24年中に居住

の用に供し た場合

潭×0. 012＝

潭×0. 012＝

潭×0. 012＝

平成29
年１ 月
１ 日か
ら 令和
３ 年12
月31日
までの
間に居
住の用
に供し
た場合

高齢者等居

住改修工事

等に係る 特

定増改築等

住宅借入金

等特別控除

を 選択し た
場 合

断熱改修工

事等に係る

特定増改築

等住宅借入

金等特別控

除 を 選 択

し た 場 合

平成29
年１ 月
１ 日か
ら 令和
３ 年12
月31日
までの
間に居
住の用
に供し
た場合

震災特例法

の住宅の再

取得等に係

る 住宅借入

金等特別控

除の控除額

の特例を 選
択し た場合

住宅の増改築等が特定取得に
該当すると き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

住宅の増改築等が特定取得に
該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

住宅の増改築等が特定取得に
該当すると き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

住宅の増改築等が特定取得に
該当し ないと き

潭の金額（ 最高1, 000万円）
……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02
＋（ 爬－澳）×0. 01＝

円

円

円

澣

（ 最高12万５ 千円） 円

０ ０

０ ０

０ ０

０ ０

住宅借入金等の年末残高の合計額 ※ 一面の潭の金額を 転記し ます。 潭
円

７

多世帯同居改
修工事等に係
る特定増改築
等住宅借入金
等特別控除を
選択し た場合

認定住
宅の新
築等に
係る住
宅借入
金等特
別控除
の特例
を選択
し た
場 合

認定住

宅が認

定低炭

素住宅

に該当

す る

と き

澣

澣

澣

澣

（ 最高60万円）

（ 最高36万円）

（ 最高48万円）

平成29年１ 月１ 日から 令和３ 年12月
31日までの間に居住の用に供し た場合

潭の金額（ 最高1, 000万円）

……爬（ ）

澳の金額（ ）×0. 02

＋（ 爬－澳）×0. 01＝ ０ ０

澣

澣

澣

平成26年
1月1日か
ら 令和３
年12月31
日までの
間に居住
の用に供
し た場合

円

円

円

円

（ 最高12万５ 千円）

（ 最高12万円）

（ 最高12万５ 千円）

（ 最高12万円）

０ ０

０ ０

０ ０

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当すると き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当し ないと き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当すると き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当し ないと き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当すると き

住宅の取得等が
（ 特別）特定取得
に該当し ないと き

二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 住宅借入金等の金額がある 場合（ こ れら の住宅の取得等又は住宅の増改築等が同一の

年に属する も ので、 上記の表で同一の欄を 使用し て計算する 場合を 除き ま す｡） には、 その住宅の取得等又は住宅の増改築等ごと に（ 特

定増改築等） 住宅借入金等特別控除額の計算明細書を 作成し 、 その作成し た各明細書の澣欄の金額の合計額を 最も 新し い住宅の取得等又

は住宅の増改築等に係る 明細書の澹欄に記載し ます。

※ 澹欄の金額を 一面の澹欄に転記し ます。

澹

澹

重複適用を 受ける場合

震災特例法の重複適用
の特例 を 受 け る 場 合

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額（ 住宅の取得等又は住宅の増改築等に

係る控除限度額のう ち最も 高い控除限度額が限度と なり ます｡） を記載し ます。

各明細書の控除額（ 澣の金額） の合計額を 記載し ます。

０ ０

０ ０

円

円

※１ 澣欄の金額を 一面の澣欄に転記し ます。

※２ 澣欄の括弧内の金額は、 居住の用に供し た日の属する 年における 住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 控除限度額と なり ます。

※３ （ 特別） 特定取得と は、 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に含まれる 消費税額等が、 ８ ％又は10％の税率によ り 課さ れ

る べき 消費税額等である 場合における その住宅の取得等を いいます。

※４ 「（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）」 欄は､ 再居住の特例の適用を 受ける 方が､ 転居年月日や再居住開始年月日などを 記載し ます｡

（ １ ）

不動産番号が第一面に書ききれない場合○

（ ２ ）

重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を受ける場合○

（ ３ ）

（ ４ ）

※（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除の

対象と なる 家屋や土地が複数ある場合で、

第一面の「 不動産番号」 欄に書き き れない

家屋や土地の不動産番号を 記載し ます。

（ 再び居住の用に供し たこ と に係る事項）

転 居 年 月 日

居住の用に供し ていない

期 間の家 屋の 用途

その家屋に係る（ 特定

増改築等） 住宅借入金

等 特別 控除 の適用

再居住開始年月日

【 再び居住の用に供し た場合の再適用】
再び居住の用に供し たこ と によ
り ､（ 特定増改築等） 住宅借入
金等特別控除の再適用を 受ける

【 再び居住の用に供し た場合の適用】
再び居住の用に 供し た こ と に よ り 、
初めてその家屋に係る（ 特定増改築等）
住宅借入金等特別控除の適用を 受ける

賃貸の用 年 月 日～ 年 月 日

空家 その他（ ）

年 月 日 年 月 日



１ 「 ２ 新築又は購入し た家屋等に係る事項」 欄及び「 ３ 増改築等を し た部分に係る 事項」 欄

２ 「 ４ 家屋や土地等の取得対価の額」 欄
澆欄は、 住宅取得等資金の贈与税の非課税又は住宅取得等資金の贈与を 受けた場合の相続時精算課税選択の特例

（ 以下こ れら を「 住宅取得等資金の贈与の特例」 と いいます｡） の適用を受けた場合に書いてく ださ い。
なお、 住宅取得等資金の贈与の特例を 受けた場合で、 住宅取得等資金を 「 家屋及び土地等」 の取得等に充てたと き

や家屋と 土地等のいずれの取得等に充てたか明ら かでなく 、 かつ、 共有でないと き は、 次の算式により 計算し た額を
「 家屋」 又は「 土地等」 に充てたも のと し て差し 支えあり ません。 こ の場合､「 家屋」 に係る 住宅取得等資金の贈与
の特例の適用を 受けた金額と ､「 土地等」 に係る 住宅取得等資金の贈与の特例の適用を 受けた金額と に区分し た金額
を それぞれ狢の澆欄又は狠の澆欄に転記し てく ださ い。

○ （ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除額の計算明細書（ 以下「 計算明細書」 と いいます｡） の作成に当たっ ては、 次
の１ ～８ に留意し て記載し てく ださ い。 併せて､（ 特定増改築等） 住宅借入金等特別控除の控除額の計算や手続の詳細
については､「 住宅借入金等特別控除を 受けら れる方へ」 をご確認く ださ い。

なお、 連帯債務による 住宅借入金等を 有する場合は、 「（ 付表）連帯債務がある 場合の住宅借入金等の年末残高の計算
明細書」 を 併せて使用し ます。

○ 記載に当たっ てお分かり になら ない点があり まし たら 、 税務署にお尋ねく ださ い。

〕
・・

３ 「 ５ 家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に課さ れるべき 消費税額等に関する事項」 欄
家屋の取得対価の額又は増改築等の費用の額に含まれる消費税額等について、 該当する文字を○で囲んでく ださ い。

なお、 同一年中に、 二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等を行っ た場合で、 当該住宅の取得対価の額又は増改築
等の費用の額に含まれる 消費税額等に係る 消費税率が８ ％と 10％である と き には､「 ８ ％」 及び「 10％」 の両方の文
字を○で囲んでく ださ い。

衢 「 家屋」 に係る補助金等の額の計算

「 家屋」 の補助金等の額

（ 円）

「 家屋及び土地等」

の 補 助 金 等 の 額

（ 円）
欄の金額漓●ウ

（ 円）
欄の金額漓●ク

（ 円）

（ 円）

⇒ 欄へ転記漓●エ
＋

欄の金額（ 円）漓●ウ

＋
× ＝

衫 「 土地等」 に係る 補助金等の額の計算

「 土地等」 の補助金等の額

（ 円）

「 家屋及び土地等」

の 補 助 金 等 の 額

（ 円）
欄の金額漓●ウ

（ 円）
欄の金額漓●ク

（ 円）

（ 円）

⇒ 欄へ転記漓●ケ
＋

欄の金額（ 円）漓●ク

＋
× ＝

（ 3） 住宅の取得等又は住宅の増改築等に関し 補助金等の交付を 受ける場合、 欄、 欄又は 欄にその金額を 書いて漓●エ 漓●ケ 漓●タ
く ださ い。
※ 補助金等と は、 平成23年６ 月30日以後に住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る 契約を 締結し た場合における

その住宅の取得等又は住宅の増改築等に関し 、 国又は地方公共団体から 交付さ れる 補助金又は給付金その他こ れ
ら に準ずるも のを いいます。
なお、 特定増改築等住宅借入金等特別控除の適用を 受ける 場合で、 高齢者等居住改修工事等を 含む増改築等、

（ 特定） 断熱改修工事等を含む増改築等又は特定多世帯同居改修工事等を含む増改築等に要し た費用に関し 補助金
等の交付を 受ける場合には、 欄にはこ れら の補助金等の額の合計額を 記入し ます。漓●タ

また､「 家屋及び土地等」 の取得等に関し 補助金等の交付を 受ける 場合や家屋と 土地等のいずれの取得等に関し
補助金等の交付を受けたか明ら かでない場合には、 次の算式によ り ､「 家屋」 に係る 補助金等の額と ､「 土地等」 に
係る 補助金等の額と に区分し た金額を それぞれ 欄又は 欄に転記し てく ださ い。漓●エ 漓●ケ

（ 1） 「 土地等に関する 事項」 欄は、 土地等に係る住宅借入金等の年末残高がある場合に書いてく ださ い。

また､「 土地等に関する事項」 欄の「 」 は、 土地等を 先行取得し た場合に、 その先行取

得の日を書いてく ださ い。

平成
〔

令和

衢 「 家屋」 に係る住宅取得等資金の贈与の特例の適用を 受けた金額の計算

「 家屋」 に 関し 特例

の適用を 受け た 金額

（ 円）

「 家屋及び土地等」 に関し

特例の適用を 受けた金額

（ 円）
欄の金額漓●ウ

（ 円）
欄の金額漓●ク

（ 円）

（ 円）

⇒狢の③欄へ転記

＋
欄の金額（ 円）漓●ウ

＋
× ＝

衫 「 土地等」 に係る 住宅取得等資金の贈与の特例の適用を受けた金額の計算

「 土地等」 に関し 特例

の適用を 受け た 金額

（ 円）

「 家屋及び土地等」 に関し

特例の適用を 受けた金額

（ 円）
欄の金額漓●ウ

（ 円）
欄の金額漓●ク

（ 円）

（ 円）

⇒狠の③欄へ転記

＋
欄の金額（ 円）漓●ク

＋
× ＝

（ 2） 「 契約日・ 契約区分」 の区分 は、 住宅の新築に係る 契約の場合は「 １ 」 を記入し 、 新築住宅や中古住宅の漓●イ

購入に係る 契約の場合は「 ２ 」 を記入し ます。

（ 4） 「 不動産番号」 欄には、 登記事項証明書の不動産番号を記入し てく ださ い。

４ 「 ６ 新型コ ロ ナウイ ルスの影響による 入居遅延」 欄
令和２ 年９ 月30日までに住宅の新築に係る契約を し た方、 又は、 令和２ 年11月30日までに新築住宅や中古住宅の購

入に係る契約若し く は増改築等に係る 契約をし た方が、 新型コ ロナウイ ルス感染症等の影響によ り 令和２ 年12月31日
までに当該家屋を 居住の用に供する こ と ができ ず、 令和３ 年中に居住の用に供し た場合は､「 あり 」 に〇を し てく だ
さ い｡

（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書の書き 方



居住の用に供し た日

平成26年１ 月１ 日から
令和３ 年12月31日まで

平成25年中

平成24年中
平成20年中

平成19年中

4, 000万円
（ 2, 000万円）（ ※１ ）

2, 000万円

3, 000万円
2, 000万円

2, 500万円

5, 000万円
（ 3, 000万円）（ ※１ ）

3, 000万円

4, 000万円

（ 4） 潭欄は、 それぞれ次の金額が最高限度額と なり ます。

5, 000万円
（ 3, 000万円）（ ※２ ）

3, 000万円

4, 000万円

1, 000万円

二面番号１ 及び２
二面番号３ 及び４

（ 認定住宅の特例）
二面番号８ 二面番号５ ～７

（ 特定増改築等）

潭欄の最高限度額

※１ 括弧内は住宅の取得等又は住宅の増改築等が（ 特別）特定取得に該当し ない場合
※２ 括弧内は平成26年１ 月１ 日から 同年３ 月31日までの間に居住の用に供し た場合

（ 住宅の再取得等に係る控除額の特例）

６ 二面への転記
一面澳欄の金額は、 以下の区分に応じ て二面へ転記し てく ださ い。

（ 1） 澂欄の金額がある 場合は、 二面番号５ の澳欄へ転記

（ 2） 澂欄の金額がなく 、 潼欄又は潘欄の金額がある場合は、 二面番号６ の澳欄へ転記

（ 3） 澂欄から 潘欄の金額がなく 、 澎欄の金額がある場合は、 二面番号７ の澳欄へ転記

７ 「 ９ （ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額」 欄
二面の該当する算式のう ち､ いずれか一の算式により（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額を計算し ､ 澣欄に転記し ます｡
なお、 重複適用などを受ける 場合はそれぞれ次によ り ます。

（ 1） 同一年中に、 二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等を 行っ た場合で、 当該住宅の取得対価の額又は増改築等
の費用の額に含まれる消費税額等に係る 消費税率が８ ％と 10％である 場合

「 ８ ％・ 10％同一年中取得」 の欄に○をし た上で、 該当する番号を 記載し ます。 また、 澡欄には 欄又は 欄の漓●ウ 漓●ソ
金額のう ち 、 消費税率が10％である 部分の金額について、 澤欄には潺の狢欄又は潺の狹欄の金額のう ち 、 消費税率
が10％である部分の金額についてそれぞれ記載し ます。

（ 2） 震災特例法の重複適用の特例を受ける 場合
「 重複適用の特例」 の文字を ○で囲んだ上、 控除額を 澹欄に記載し ます。

（ 3）（ 2）以外の重複適用を 受ける場合
「 重複適用」 の文字を ○で囲んだ上、 控除額を 澹欄に記載し ます。

※ 重複適用と は、 二以上の住宅の取得等又は住宅の増改築等に係る住宅借入金等について控除を受けるこ と をいいます。

８ 申告書への転記等

（ 1） 重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を受けない方
澣（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額を 申告書第一表の「 税金の計算」 欄の「（ 特定増改築等）住宅借入金等

特別控除」 に転記し ます。
また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄に居住開始年月日等（ 例： 令和３ 年10月13日居住開始（ 特別特定））を 書き ます｡

（ 2） 重複適用又は震災特例法の重複適用の特例を受ける方
澹（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除額を 申告書第一表の「 税金の計算」 欄の「（ 特定増改築等）住宅借入金等

特別控除」 に転記し ます。
また、 申告書第二表の「 特例適用条文等」 欄には、 先の取得等を し た家屋又は増改築等を し た部分に係る 居住開

始年月日等（ 例： 平成24年４ 月10日居住開始）と 後の取得等を し た家屋又は増改築等を し た部分に係る 居住開始年月
日等（ 例： 令和３ 年２ 月13日居住開始（ 特別特定））のいずれも 記載し ます。

衢 （ 円） ×猗の潯欄の金額
（ 円）狢の潺欄又は狹の潺欄の金額

（ 円）狡 の 潺 欄 の 金 額
（ ％） ＝（ 円）

狷の潛欄又は
猊の潛欄の割合

×

（ 円）狠 の 潺 欄 の 金 額

（ 円）狡 の 潺 欄 の 金 額
× （ ％） ＝（ 円）倏の潛欄の割合衫 （ 円） ×猗の潯欄の金額

（ 2） 潛欄は、 小数点以下第２ 位を 切り 上げて記入し ます。
なお、 狷の潛欄と 倏の潛欄の割合又は倏の潛欄と 猊の潛欄の割合の差が10％以内（ 潛欄が90％以上のため100％

と 記載し た場合であっ ても 、 それぞれ正確な割合（ 例えば、 92. 5％など） によ り 比較し ます｡） である 場合には、
それぞれ 欄の面積は「 ×狷の潛」 又は「 ×猊の潛」 と し 、 倏の潛欄は、 それぞれ狷の潛欄の割合又は猊の潛漓●シ 漓●サ 漓●サ
欄の割合を 書いても 差し 支えあり ません。

（ 3） 猗の潛欄の記入に当たっ て、 狷の潛欄と 倏の潛欄の割合又は倏の潛欄と 猊の潛欄の割合が同じ 場合には、 それぞ
れ狷の潛欄の割合又は猊の潛欄の割合を 書き 、 異なる場合は記入を 省略し て、 猗の濳欄に次の衢の金額と 衫の金額
の合計額を 書き ます。

５ 「 ７ 居住用部分の家屋又は土地等に係る住宅借入金等の年末残高」 欄

（ 1） 潸欄には、 金融機関等から 交付を 受けた「 住宅取得資金に係る 借入金の年末残高等証明書」（ 以下「 証明書」 と
いいます｡） に記載さ れている 住宅借入金等の年末残高を その証明書の「 住宅借入金等の内訳」 欄の区分に応じ て
書き ます（ ２ か所以上から 証明書の交付を受けている場合には、 全ての証明書に基づいて書き ます｡）。

なお、（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用を 受けている 方が、 住宅借入金等の借換えをし た場合におい
て、 借換えによ る 新たな住宅借入金等（ 一定の要件を 満たすも のに限り ます｡）の当初金額が借換え直前の当初住宅
借入金等残高を 上回っ ている 場合には、 次により 計算し た金額が（ 特定増改築等）住宅借入金等特別控除の対象と な
る住宅借入金等の年末残高と なり ますので、 ご注意く ださ い。

本年の住宅借入金等の年末残高 ×
借換え直前の当初住宅借入金等残高

借換えによ る 新たな住宅借入金等の当初金額



（　　 年分） 氏 名

 この明細書は、次のⅠ又はⅡの場合に、住宅耐震改修特別控除額又は住宅特定改修特別税額控除額を計算するために使用します。

Ⅰ 平成 29 年４月１日以後に住宅耐震改修をして住宅耐震改修特別控除を受ける場合 

Ⅱ 高齢者等居住改修工事等、一般断熱改修工事等、多世帯同居改修工事等又は耐久性向上改修工事等（住宅耐震改修又は一般断

熱改修工事等と併せて行うものに限る。）をした部分を平成 29 年４月１日以後に居住の用に供して住宅特定改修特別税額控除を

受ける場合 

Ⅰ 住宅耐震改修特別控除額の計算

Ⅱ 住宅特定改修特別税額控除額の計算 

１ 改修工事をした家屋に係る事項

２ 高齢者等居住改修工事等に係る事項 
（あなた又は同居親族の方が⑨から⑪のいずれかに該当する場合のみ書いてください。） 

あなた又は同居親族の方について、⑨から⑪のいずれか該当する欄の右の「該当」の文字を○で囲んでください。 

年齢が 50 歳以上（同居親族の方の場合は 65歳以上） ⑨ 該当 
同居親族の方が⑨から⑪のいずれかに該当

する場合は、その方の氏名等を書きます。 

氏名（        ） 

続柄（    ）

障害者（⑨に該当する方を除きます。） ⑩ 該当 

要介護認定又は要支援認定を受けている 
（⑨又は⑩に該当する方を除きます。）

⑪ 該当 

高 齢 者 等 居 住 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

⑫ 
円 

交付を受ける補助金等の合計額 ⑬ 

（ ⑫ － ⑬ ）
※ 50 万円を超える場合に限ります。

⑭ 

⑭ 又は（ ⑭ × ⑧ ） ⑮ 

高 齢 者 等 居 住 改 修 工 事 等
に 係 る 改 修 工 事 限 度 額 

⑯ 

⑮と⑯のいずれか少ない方の金額 ⑰ 

（ ⑰ × 10％ ） ⑱ 
（100 円未満の端数切捨て）

円 

交付を受ける補助金等の合計額 ② 

（ ① － ② ） ③ 

① 
住 宅 耐 震 改 修 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

住 宅 耐 震 改 修 に 係 る 
耐 震 改 修 工 事 限 度 額 

④ 

③と④のいずれか少ない方の金額 ⑤ 

住 宅 耐 震 改 修 特 別 控 除 額
（ ⑤ × 10％ ）

⑥ 
（100 円未満の端数切捨て）

居住開始年月日 ⑦ 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名 

あなたの共有持分
※共有の場合のみ書いてください。

⑧ ／ 

フ リ ガ ナ

氏 名 

住宅耐震改修特別控除額

住宅特定改修特別税額控除額
の計算明細書

「増改築等工事証明書」の「3(3)①ア 当該
住宅耐震改修に係る標準的な費用の額」欄の
金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)②エ 当該
高齢者等居住改修工事等に係る改修工事限
度額」欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)②ア 当該
高齢者等居住改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

共有者の氏名 ※共有の場合のみ書いてください。

「増改築等工事証明書」の「3(3)①エ 当該
住宅耐震改修に係る耐震改修工事限度額」欄
の金額を転記してください。 

申告書第一表の「税金の計算」欄の住宅耐震
改修特別控除、住宅特定改修・認定住宅新築
等特別税額控除の「住宅耐震改修特別控除」
の文字を○で囲み、「区分」欄に「１」を書き、
控除額を転記してください。 
なお、5 の金額や認定住宅新築等特別税額控
除がある方は、「区分」欄に「４」を書き、合
計額を書きます。 

⑯の金額が２以上ある場合には、⑯の金額の
うち最も高い改修工事限度額が限度となりま
す。

国又は地方公共団体等から交付を受ける補助
金等の合計額を書きます。 

　なお、平成 29 年３月 31 日以前に住宅耐震改修をして住宅耐震改修特別控除を受ける場合には、平成 29年３月 31 日以前に住宅
耐震改修をした方のための『住宅耐震改修特別控除額の計算明細書』を、平成 29 年３月 31 日以前に居住の用に供して住宅特定改
修特別税額控除を受ける場合には、平成 29 年３月 31 日以前に居住の用に供した方のための『住宅特定改修特別税額控除額の計算
明細書』を使用してください。詳しくは、国税庁ホームページをご覧ください。 

家屋の「登記事項証明書」の 不動産番号を転記
してください。

不 動 産 番 号

家屋の「登記事項証明書」の 不動産番号を転記
してください。

不 動 産 番 号

※住宅耐震改修証明書の場合は、上記に準じて
転記してください。
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３ 一般断熱改修工事等に係る事項 

一 般 断 熱 改 修 工 事 等 の
標 準 的 な 費 用 の 額 

⑲ 
円 

交付を受ける補助金等の合計額 ⑳ 

（ ⑲ － ⑳ ）
※ 50万円を超える場合に限ります。

㉑ 

㉑ 又は（ ㉑ × ⑧ ） ㉒ 

一 般 断 熱 改 修 工 事 等
に 係 る 断 熱 改 修 工 事 限 度 額 

㉓ 

㉒と㉓のいずれか少ない方の金額 ㉔ 

（ ㉔ × 10％ ） ㉕ 
（100 円未満の端数切捨て）

４ 多世帯同居改修工事等に係る事項

多 世 帯 同 居 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㉖ 
円 

交付を受ける補助金等の合計額 ㉗ 

（ ㉖ － ㉗ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。

㉘ 

㉘ 又は（ ㉘ × ⑧ ） ㉙ 

多 世 帯 同 居 改 修 工 事 等 
に 係 る 改 修 工 事 限 度 額 

㉚ 

㉙と㉚のいずれか少ない方の金額 ㉛ 

（ ㉛ × 10％ ） ㉜ 
（100 円未満の端数切捨て）

５ 耐久性向上改修工事等に係る事項 
（住宅耐震改修又は一般断熱改修工事等のいずれかと併せて行う場合） 

住 宅 耐 震 改 修 又 は 
一 般 断 熱 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㉝ 

円 

㉝ に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

㉞ 

（ ㉝ － ㉞ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。

㉟ 

耐 久 性 向 上 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㊱ 

㊱ に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

㊲ 

（ ㊱ － ㊲ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。

㊳ 

（ ㉟ ＋ ㊳ ） ㊴ 

㊴ 又は（ ㊴ × ⑧ ） ㊵ 

住宅耐震改修及び耐久性向上改修工事 

等 に 係 る 改 修 工 事 限 度 額 又 は 

一般断熱改修工事等及び耐久性向上 

改修工事等に係る改修工事限度額 

㊶ 

㊵と㊶のいずれか少ない方の金額 ㊷ 

（ ㊷ × 10％ ） ㊸ 
（100 円未満の端数切捨て）

㉚の金額が２以上ある場合には、㉚の金額の
うち最も高い改修工事限度額が限度となり
ます。 

㉓の金額が２以上ある場合には、㉓の金額の
うち最も高い断熱改修工事限度額が限度とな
ります。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)④ア 当該
多世帯同居改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)④エ 当該
多世帯同居改修工事等に係る改修工事限度
額」欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)③ア 当該
一般断熱改修工事等に係る標準的な費用の
額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補助
金等の合計額を書きます。 

対象住宅耐震改修又は当該対象一般断熱改修
「増改築等工事証明書」の「3(3)⑥ア 当該

工事等に係る標準的な費用の額」欄の金額を
転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑥ク 当該
対象住宅耐震改修及び当該耐久性向上改修工
事等に係る改修工事限度額又は当該対象一般
断熱改修工事等及び当該耐久性向上改修工事
等に係る改修工事限度額」欄の金額を転記し
てください。

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑥エ 当該
耐久性向上改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

㊶の金額が２以上ある場合には、㊶の金額の
うち最も高い改修工事限度額が限度となり
ます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)③エ 当該
一般断熱改修工事等に係る改修工事限度額」
欄の金額を転記してください。 



６ 耐久性向上改修工事等に係る事項 
（住宅耐震改修及び一般断熱改修工事等の両方と併せて行う場合） 

住 宅 耐 震 改 修 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

4
円 

4 に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

4

（ 4  － 4  ）
※50 万円を超える場合に限ります。

4

（ 4  － 4  ）
※50 万円を超える場合に限ります。

4

（ 5  － 5  ）
※50 万円を超える場合に限ります。

5

一 般 断 熱 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

4

4 に 関 し 交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 合 計 額 

4

耐 久 性 向 上 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

5

5 に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

5

（ 4  ＋ 4  ＋ 5  ） 5

5  又は（ 5  × ⑧ ） 5

住宅耐震改修、一般断熱改修工事等
及び耐久性向上改修工事等に係る 
改 修 工 事 限 度 額  

5

5 と 5 のいずれか少ない方の金額 5

（ 5  × 10％ ） 5
（100 円未満の端数切捨て）

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑧ア 当該
対象住宅耐震改修に係る標準的な費用の額」
欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑧エ 当該
対象一般断熱改修工事等に係る標準的な費
用の額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑧キ 当該
耐久性向上改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)③サ 当該
対象住宅耐震改修、当該対象一般断熱改修工
事等及び当該耐久性向上改修工事等に係る改
修工事限度額」欄の金額を転記してください。

5 の金額が２以上ある場合には、5 の金額
のうち最も高い改修工事限度額が限度とな
ります。 

７ 住宅特定改修特別税額控除額 

住宅特定改修特別税額控除額 
（  ⑱＋� ＋3 ＋4 ＋5  ）

5
円 

申告書第一表の「税金の計算」欄の住宅耐
震改修特別控除、住宅特定改修・認定住宅
新築等特別税額控除の「住宅特定改修」の
文字を○で囲み、「区分」欄に「２」を書き、
控除額を転記してください。 
⑥又は認定住宅新築等特別税額控除額があ
る方は、「区分」欄に「４」を書き、合計額
を書きます。
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（　　 年分） 氏 名

 この明細書は、次のⅠ又はⅡの場合に、住宅耐震改修特別控除額又は住宅特定改修特別税額控除額を計算するために使用します。

Ⅰ 平成 29 年４月１日以後に住宅耐震改修をして住宅耐震改修特別控除を受ける場合 

Ⅱ 高齢者等居住改修工事等、一般断熱改修工事等、多世帯同居改修工事等又は耐久性向上改修工事等（住宅耐震改修又は一般断

熱改修工事等と併せて行うものに限る。）をした部分を平成 29年４月１日以後に居住の用に供して住宅特定改修特別税額控除を

受ける場合 

Ⅰ 住宅耐震改修特別控除額の計算

Ⅱ 住宅特定改修特別税額控除額の計算 

１ 改修工事をした家屋に係る事項

２ 高齢者等居住改修工事等に係る事項 
（あなた又は同居親族の方が⑨から⑪のいずれかに該当する場合のみ書いてください。） 

あなた又は同居親族の方について、⑨から⑪のいずれか該当する欄の右の「該当」の文字を○で囲んでください。 

年齢が 50歳以上（同居親族の方の場合は 65 歳以上） ⑨ 該当 
同居親族の方が⑨から⑪のいずれかに該当

する場合は、その方の氏名等を書きます。 

氏名（        ） 

続柄（    ）

障害者（⑨に該当する方を除きます。） ⑩ 該当 

要介護認定又は要支援認定を受けている 
（⑨又は⑩に該当する方を除きます。）

⑪ 該当 

高 齢 者 等 居 住 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

⑫ 
円 

交付を受ける補助金等の合計額 ⑬ 

（ ⑫ － ⑬ ）
※ 50 万円を超える場合に限ります。

⑭ 

⑭ 又は（ ⑭ × ⑧ ） ⑮ 

高 齢 者 等 居 住 改 修 工 事 等
に 係 る 改 修 工 事 限 度 額 

⑯ 

⑮と⑯のいずれか少ない方の金額 ⑰ 

（ ⑰ × 10％ ） ⑱ 
（100 円未満の端数切捨て）

円 

交付を受ける補助金等の合計額 ② 

（ ① － ② ） ③ 

① 
住 宅 耐 震 改 修 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

住 宅 耐 震 改 修 に 係 る 
耐 震 改 修 工 事 限 度 額 

④ 

③と④のいずれか少ない方の金額 ⑤ 

住 宅 耐 震 改 修 特 別 控 除 額
（ ⑤ × 10％ ）

⑥ 
（100 円未満の端数切捨て）

居住開始年月日 ⑦ 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名 

あなたの共有持分
※共有の場合のみ書いてください。

⑧ ／ 

フ リ ガ ナ

氏 名 

住宅耐震改修特別控除額

住宅特定改修特別税額控除額
の計算明細書

「増改築等工事証明書」の「3(3)①ア 当該
住宅耐震改修に係る標準的な費用の額」欄の
金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)②エ 当該
高齢者等居住改修工事等に係る改修工事限
度額」欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)②ア 当該
高齢者等居住改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

共有者の氏名 ※共有の場合のみ書いてください。

「増改築等工事証明書」の「3(3)①エ 当該
住宅耐震改修に係る耐震改修工事限度額」欄
の金額を転記してください。 

申告書第一表の「税金の計算」欄の住宅耐震
改修特別控除、住宅特定改修・認定住宅新築
等特別税額控除の「住宅耐震改修特別控除」
の文字を○で囲み、「区分」欄に「１」を書き、
控除額を転記してください。 
なお、5 の金額や認定住宅新築等特別税額控
除がある方は、「区分」欄に「４」を書き、合
計額を書きます。 

⑯の金額が２以上ある場合には、⑯の金額の
うち最も高い改修工事限度額が限度となりま
す。

国又は地方公共団体等から交付を受ける補助
金等の合計額を書きます。 

　なお、平成 29年３月 31 日以前に住宅耐震改修をして住宅耐震改修特別控除を受ける場合には、平成 29 年３月 31 日以前に住宅
耐震改修をした方のための『住宅耐震改修特別控除額の計算明細書』を、平成 29 年３月 31 日以前に居住の用に供して住宅特定改
修特別税額控除を受ける場合には、平成 29 年３月 31 日以前に居住の用に供した方のための『住宅特定改修特別税額控除額の計算
明細書』を使用してください。詳しくは、国税庁ホームページをご覧ください。 

家屋の「登記事項証明書」の 不動産番号を転記
してください。

不 動 産 番 号

家屋の「登記事項証明書」の 不動産番号を転記
してください。

不 動 産 番 号

※住宅耐震改修証明書の場合は、上記に準じて
転記してください。
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３ 一般断熱改修工事等に係る事項 

一 般 断 熱 改 修 工 事 等 の
標 準 的 な 費 用 の 額 

⑲ 
円 

交付を受ける補助金等の合計額 ⑳ 

（ ⑲ － ⑳ ）
※ 50万円を超える場合に限ります。

㉑ 

㉑ 又は（ ㉑ × ⑧ ） ㉒ 

一 般 断 熱 改 修 工 事 等
に 係 る 断 熱 改 修 工 事 限 度 額 

㉓ 

㉒と㉓のいずれか少ない方の金額 ㉔ 

（ ㉔ × 10％ ） ㉕ 
（100 円未満の端数切捨て）

４ 多世帯同居改修工事等に係る事項

多 世 帯 同 居 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㉖ 
円 

交付を受ける補助金等の合計額 ㉗ 

（ ㉖ － ㉗ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。

㉘ 

㉘ 又は（ ㉘ × ⑧ ） ㉙ 

多 世 帯 同 居 改 修 工 事 等 
に 係 る 改 修 工 事 限 度 額 

㉚ 

㉙と㉚のいずれか少ない方の金額 ㉛ 

（ ㉛ × 10％ ） ㉜ 
（100 円未満の端数切捨て）

５ 耐久性向上改修工事等に係る事項 
（住宅耐震改修又は一般断熱改修工事等のいずれかと併せて行う場合） 

住 宅 耐 震 改 修 又 は 
一 般 断 熱 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㉝ 

円 

㉝ に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

㉞ 

（ ㉝ － ㉞ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。

㉟ 

耐 久 性 向 上 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

㊱ 

㊱ に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

㊲ 

（ ㊱ － ㊲ ） 
※50 万円を超える場合に限ります。

㊳ 

（ ㉟ ＋ ㊳ ） ㊴ 

㊴ 又は（ ㊴ × ⑧ ） ㊵ 

住宅耐震改修及び耐久性向上改修工事 

等 に 係 る 改 修 工 事 限 度 額 又 は 

一般断熱改修工事等及び耐久性向上 

改修工事等に係る改修工事限度額 

㊶ 

㊵と㊶のいずれか少ない方の金額 ㊷ 

（ ㊷ × 10％ ） ㊸ 
（100 円未満の端数切捨て）

㉚の金額が２以上ある場合には、㉚の金額の
うち最も高い改修工事限度額が限度となり
ます。 

㉓の金額が２以上ある場合には、㉓の金額の
うち最も高い断熱改修工事限度額が限度とな
ります。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)④ア 当該
多世帯同居改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)④エ 当該
多世帯同居改修工事等に係る改修工事限度
額」欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)③ア 当該
一般断熱改修工事等に係る標準的な費用の
額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補助
金等の合計額を書きます。 

対象住宅耐震改修又は当該対象一般断熱改修
「増改築等工事証明書」の「3(3)⑥ア 当該

工事等に係る標準的な費用の額」欄の金額を
転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑥ク 当該
対象住宅耐震改修及び当該耐久性向上改修工
事等に係る改修工事限度額又は当該対象一般
断熱改修工事等及び当該耐久性向上改修工事
等に係る改修工事限度額」欄の金額を転記し
てください。

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑥エ 当該
耐久性向上改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

㊶の金額が２以上ある場合には、㊶の金額の
うち最も高い改修工事限度額が限度となり
ます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)③エ 当該
一般断熱改修工事等に係る改修工事限度額」
欄の金額を転記してください。 



６ 耐久性向上改修工事等に係る事項 
（住宅耐震改修及び一般断熱改修工事等の両方と併せて行う場合） 

住 宅 耐 震 改 修 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

4
円 

4 に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

4

（ 4  － 4  ）
※50 万円を超える場合に限ります。

4

（ 4  － 4  ）
※50 万円を超える場合に限ります。

4

（ 5  － 5  ）
※50 万円を超える場合に限ります。

5

一 般 断 熱 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

4

4 に 関 し 交 付 を 受 け る
補 助 金 等 の 合 計 額 

4

耐 久 性 向 上 改 修 工 事 等 の 
標 準 的 な 費 用 の 額 

5

5 に 関 し 交 付 を 受 け る 
補 助 金 等 の 合 計 額 

5

（ 4  ＋ 4  ＋ 5  ） 5

5  又は（ 5  × ⑧ ） 5

住宅耐震改修、一般断熱改修工事等
及び耐久性向上改修工事等に係る 
改 修 工 事 限 度 額  

5

5 と 5 のいずれか少ない方の金額 5

（ 5  × 10％ ） 5
（100 円未満の端数切捨て）

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑧ア 当該
対象住宅耐震改修に係る標準的な費用の額」
欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑧エ 当該
対象一般断熱改修工事等に係る標準的な費
用の額」欄の金額を転記してください。 

国又は地方公共団体等から交付を受ける補
助金等の合計額を書きます。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)⑧キ 当該
耐久性向上改修工事等に係る標準的な費用
の額」欄の金額を転記してください。 

「増改築等工事証明書」の「3(3)③サ 当該
対象住宅耐震改修、当該対象一般断熱改修工
事等及び当該耐久性向上改修工事等に係る改
修工事限度額」欄の金額を転記してください。

5 の金額が２以上ある場合には、5 の金額
のうち最も高い改修工事限度額が限度とな
ります。 

７ 住宅特定改修特別税額控除額 

住宅特定改修特別税額控除額 
（  ⑱＋� ＋3 ＋4 ＋5  ）

5
円 

申告書第一表の「税金の計算」欄の住宅耐
震改修特別控除、住宅特定改修・認定住宅
新築等特別税額控除の「住宅特定改修」の
文字を○で囲み、「区分」欄に「２」を書き、
控除額を転記してください。 
⑥又は認定住宅新築等特別税額控除額があ
る方は、「区分」欄に「４」を書き、合計額
を書きます。

29.11



相続等に係る 生命保険契約等に基づく 年金の雑所得の金額の計算書 
（ 所得税法施行令第 185 条第２ 項又は第 186 条第２ 項に基づき 計算する 場合）  

住 所 
ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ

氏 名 

１  保険契約等に関する 事項 

年金の 支払開始年 ① 平成 年 
年金の支払総額 ( 見込額 )  
に占める保険料又は掛金の 
総額の割合 

④ ％ 

年 金 の 残 存 期 間 等 
（ 別 表 １ に よ り 求 め た 年 数 ）  

② 年 
当該年金に係る権利につい
て相続税法第24条の規定に

より 評価さ れた額 
⑤ 

年金の支払総額( 見込額)  
（ 別 表 １ に よ り 計 算 し た 金 額 ）  

③ 相続税評価割合 
（ ⑤ ÷  ③）

⑥ ％ 

２  所得金額の計算の基礎と なる事項 

相 続 税 評 価 割 合 に 応 じ た 割 合 
（ 右 表 に よ り 求 め た 割 合 ）  

⑦ ％ 

( ③ ×  ⑦) ⑧ 円 

別 表 ３ に よ り 計 算 し た 単 位 数  ⑨ 単位 

１ 単位当たり の金額 
( ⑧ ÷  ⑨)

⑩ 円 

３  各年分の雑所得の金額の計算 

 
( 注

の場合は、「⑪＋31－①」を書きます。
②の年数を書き ます。  

( 注２ )   
｢⑫－1｣が、 別表３ の「 特定期間年数」 を  

超える場合には、 別表３ の「 特定期間年数」 
を書き ます。  

( 注３ )   
⑥が 50％以下の場合で、｢⑫－1｣が、別表

３ の「 特定期間年数｣を超える場合には、 ⑩ 
×⑬で計算し た金額から １ 円を控除し た金 
額を書きます。  

⑭の金額が、 各年に支払いを受ける年金

額を超える場合は、 別表４ により 計算し た 
金額を 書き ます。  
 

( 注４ )   
｢⑪－①＋1｣が、②の年数を超える場合は、 

｢0｣と 書き ます。  
また、 ⑮の金額の記載がある場合には、  

別紙の書き 方を参照し てく ださ い。  

 
 

（ 表） 相続税評価割合（ ⑥の割合） に応じ た割合 

相続税評価割合 ⑦の割合 相続税評価割合 ⑦の割合

50％以下 100％ 80％超～83％ 17％ 
50％超～55％ 45％ 83％超～86％ 14％ 
55％超～60％ 40％ 86％超～89％ 11％ 
60％超～65％ 35％ 89％超～92％ 8％ 
65％超～70％ 30％ 92％超～95％ 5％ 
70％超～75％ 25％ 95％超～98％ 2％ 
75％超～80％ 20％ 98％超 0％ 

区 分 ⑥が 50％超の場合 ⑥が 50％以下の場合

 申告を行う 年分 ⑪ 平成 平成 

（ ⑪ － ① ＋１ ）

( 注 1)
⑫ 

単位数 ( ⑫ －１ )  
( 注 2)  

⑬ 
単位 単位 

支払年金対応額( ⑩× ⑬)  ⑭ 
円 円 

( 注 3)  年金が月払等

の場合 ⑮ 

剰余金等の金額 ⑯ 

総 収 入 金 額 
（（ ⑭又は⑮） ＋ ⑯）  

⑰ 

必 要 経 費 の 額 
( ( ⑭又は⑮) ×④) ( 注 4)  

⑱ 

雑 所 得 の 金 額 
( ⑰ － ⑱)

⑲ 

(注）１

２

｢⑫－1｣が、別表３の「特定期間年数」を

超える場合には、別表３の「特定期間年数」

を書きます。

３

⑥が 50％以下の場合で、｢⑫－1｣が、別表

３の「特定期間年数｣を超える場合には、⑩

×⑬で計算した金額から１円を控除した金

額を書きます。

⑭の金額が、各年に支払いを受ける年金

額を超える場合は、別表４により計算した

金額を書きます。

４

｢⑪－①＋1｣（又は｢⑪＋31－①｣）が、②

の年数を超える場合は、｢0｣と書きます。

また、⑮の金額の記載がある場合には、

別紙の書き方を参照してください。

　　①の年号が「平成」で⑪の年号が「令和」

　また、｢⑪－①＋1｣（又は｢⑪＋31－①｣）が

②の年数を超える場合は、②の年数を書き

ます。



【 別表１ 】  本表②及び本表③の年数等 
年 数 

年金の残存期間 ａ 年 

相続等の時( 年金の支払開始日) の年齢に

応じ た別表２ により 求めた年数 ｂ  （   歳） ⇒ 年 

保証残存期間 ｃ 年 

○ 上のａ から ｃ の記載の状況に応じ 、 下記の表に当てはめて本表②及び③に記載する年数等を求めます。

本表②に記載する年数 本表③に記載する金額 

ａ のみ記載がある場合（ 確定年金）  ａ の年数 

年金の支払総額（ 見込額）  ｂ のみ記載がある場合（ 終身年金）  ｂ の年数 

ａ と ｂ に記載がある場合（ 有期年金）  ａ と ｂ のいずれか短い年数       

ｂ と ｃ に記載がある場合（ 特定終身年金）  
ｂ と ｃ のいずれか長い年数 年金の支払総額（ 見込額）  

ａ ･ｂ ･ｃ のいずれに
も 記載がある場合 
（ 特定有期年金）  

ｂ がａ より 短いと き  

ｂ がａ より 長いと き  ａ の年数 年金の支払総額（ 見込額）  

【 別表２ 】  b の年数 

【 別表３ 】 本表⑨の単位数 
○ 本表⑥が 50％超である場合

②の年数 ②の年数  単位数 

{  × （ －１ ）｝ ÷２  ＝

○ 本表⑥が 50％以下である場合 【 特定期間算出割合】  

②の年数  【 特定期間算出割合】   特定期間年数 
  ×       －１  ＝ 

②の年数   特定期間年数  単位数 
   ×    ＝ 

【 別表４ 】 本表⑭の金額 
 

ｂ の
年齢

ｂ の年齢に

応じ た年数 ｂ の
年齢

ｂ の年齢に

応じ た年数 ｂ の
年齢

ｂ の年齢に

応じ た年数 ｂ の
年齢

ｂ の年齢に

応じ た年数 ｂ の
年齢

ｂ の年齢に

応じ た年数

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 
28 
29 
30 
31 
32 
33 
34 
35 

54 
53 
52 
51 
50 
50 
49 
48 
47 
46 
45 
44 
43 
42 
41 

60 
59 
58 
57 
56 
55 
54 
53 
52 
51 
50 
49 
48 
47 
46 

36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 
45 
46 
47 
48 
49 
50 

40 
39 
38 
37 
36 
35 
34 
33 
32 
32 
31 
30 
29 
28 
27 

45 
44 
43 
42 
41 
40 
39 
38 
37 
36 
36 
35 
34 
33 
32 

51 
52 
53 
54 
55 
56 
57 
58 
59 
60 
61 
62 
63 
64 
65 

26 
25 
25 
24 
23 
22 
21 
20 
20 
19 
18 
17 
17 
16 
15 

31 
30 
29 
28 
27 
26 
25 
25 
24 
23 
22 
21 
20 
19 
18 

66 
67 
68 
69 
70 
71 
72 
73 
74 
75 
76 
77 
78 
79 
80 

14 
14 
13 
12 
12 
11 
10 
10 
9 
8 
8 
7 
7 
6 
6 

18 
17 
16 
15 
14 
14 
13 
12 
11 
11 
10 
9 
9 
8 
8 

81 
82 
83 
84 
85 
86 
87 
88 
89 
90 
91 
92 
93 
94 
95 

6 
5 
5 
4 
4 
4 
4 
3 
3 
3 
3 
2 
2 
2 
2 

7 
7 
6 
6 
5 
5 
4 
4 
4 
3 
3 
3 
3 
2 
2 

相続税評価割合（ 本表⑥） 特定期間算出割合 
～10％ 20％ 

10％超～20％ 40％ 
20％超～30％ 60％ 
30％超～40％ 80％ 
40％超～50％ 100％ 

各年の年金支払額
１ 単位当たり の金額 
（ 本表⑩の金額）

単位数（ Ａ ÷ Ｂ ）
（ 注）

本表⑭に記載する金額
（ Ｂ × Ｃ ）

Ａ Ｂ Ｃ
円

年 年

(注) 小数点以下切捨て。  
小数点以下の端数が生じ

ないと きは、「 Ａ ÷Ｂ －１ 」

を記載し ます。

年 ％ 

年 年



書 き 方
１ この計算書は、次の相続等に係る生命保険契約等に基づく年金（旧相続税法対象年金を除く。）に係る雑所得のある方が、所得
税法施行令第185条第2項又は第186条第2項に基づき、平成23年分以後の雑所得の金額を計算し、確定申告書を提出する場合
に使用します。
イ 相続等の時において年金の支払事由が発生しているもの

(ｲ)  平成23年４月１日以後の相続等により取得したもの
(ﾛ)  平成22年４月１日から平成23年３月31日までの間に締結された生命保険契約等で、平成23年３月31日までの間に相

続等により取得したもの
ロ 相続等の時において年金の支払事由が発生していないもの

平成22年４月１日以後の相続等により取得したもの
※ 「旧相続税法対象年金」とは、その年金に係る権利につき平成22年度改正前の旧相続税法第24条の規定の適用があるものをいいます。

２ この計算書の本表及び別表は、次により記載してください。
また、相続等に係る生命保険契約等に基づく年金の支払を複数受けている方は、その年金ごとにこの計算書を作成してください。

【計算書（本表）】

⑴ 「１ 保険契約等に関する事項」欄
イ 「①」欄は、あなたが最初に年金の支払を受けた日の属する年を和暦で書きます。　

イ 「⑪」欄は、あなたが申告を行う年分を和暦で書きます。

ロ 「②」欄は、別表１により求めた年金の残存期間等を書きます。
ハ 「③」欄は、別表１により計算した年金の支払総額（見込額）を書きます。
ニ 「④」欄は、年金支払総額(注)に占める保険料又は掛金の総額の割合を書きます。

なお、小数点以下を切り上げます。

(注) 年金支払総額は、すでに被相続人等の方が支払を受けた年金の額も含まれます。したがって、被相続人の方が支払を受

けていた年金をあなたが継続して支払を受ける場合には、③の金額と異なることとなります。

ホ 「⑤」欄は、当該年金に係る権利について相続税法第24条の規定により評価された額を書きます。
ヘ 「⑥」欄は、③欄の年金支払総額(見込額)の金額に占める⑤欄の割合を書きます。

なお、小数点以下２位まで算出し、３位以下を切り上げます。

⑵ 「２ 所得金額の計算の基礎となる事項」欄
イ ｢⑦」欄は、「(表)相続税評価割合（⑥の割合）に応じた割合」により求めた割合を書きます。
ロ 「⑨」欄は、別表３により計算した単位数を書きます。
ハ 「⑩」欄は、小数点以下を切り捨てます。

⑶ 「３ 各年分の雑所得の金額の計算」欄

ロ 「⑮」欄は、年金の支払が月払等で行われている場合にのみ使用します。
具体的には、⑥の割合に応じ、次により計算した金額を書きます。

(ⅰ) ⑥の割合が、50％超である場合
・ 年金の受給が終了する年以外の年 ……「⑭－⑩×（１年間の支払回数－最初に年金の支払を受けた年の支払回数）
／１年間の支払回数」
　ただし、「⑪－①＋１」（又は「⑪＋31－①」）が②の年数を超える年以後、年金の受給が終了する年の前年までは、「⑭
の金額」を書きます。

・ 年金の受給が終了した年 ……「⑭×（その年の支払回数／１年間の支払回数）」
(ⅱ) ⑥の割合が、50％以下である場合

・ ⑬の単位数が最初に本表(注２)の上限と同じになる年(「特定期間終了年」)までの年 ……「(ⅰ)で計算した金額」
・ 特定期間終了年後、年金の受給が終了する年の前年まで ……「⑭の金額」
・ 年金の受給が終了した年 ……「⑭×（その年の支払回数／１年間の支払回数）」

ハ 「⑱」欄は、⑮に金額の記載がある場合には、次により計算した金額を書きます。
・ 「⑪－①」（又は「⑪＋30－①」）が、②に満たない年 ……「⑮×④」
・ 「⑪－①」（又は「⑪＋30－①」）が、②と同じで、かつ、その後も継続して年金の支払を受けることとなる年 ……「⑮

×④×（1年間の支払回数－最初に年金の支払を受けた年の支払回数）／１年間の支払回数」
・ 「⑪－①」（又は「⑪＋30－①」）が、②と同じで、かつ、年金の支払が終了した年 ……「⑮×④」
・ 「⑪－①」（又は「⑪＋30－①」）が、②を超える年 ……「０」

ニ 「⑰」欄及び「⑱」欄は、「⑭」欄と「⑮」欄の両方に記載がある場合には、「⑮」欄の金額を基に計算を行います。
なお、「⑱」欄の金額に小数点以下の端数が生じたときは、これを切り上げます。

(注) 年金の支払開始日以後に分配を受ける剰余金又は割戻しを受ける割戻金(以下「剰余金等」といいます。)の額は、年金の額とは別に各

種の計算をすることとされていますが、各年に支払を受ける金額について、年金の額と剰余金等の額を区分できないときは、年金の額に

剰余金等の額を含めて各種の計算をして差し支えありません。

【計算書（別表）】

⑴ 「別表１ 本表②及び本表③の年数等」
年金の種類に応じ次を記載します。
確定年金又は確定型年金 …… 年金の残存期間
終身年金 …… 相続等の時の年齢に応じた年数(※)
特定終身年金 …… 相続等の時の年齢に応じた年数(※)、保証残存期間
有期年金 …… 年金の残存期間、相続等の時の年齢に応じた年数(※)
特定有期年金又は特定有期型年金 …… 年金の残存期間、相続等の時の年齢に応じた年数(※)、保証残存期間
※ 相続等の時（年金の支払開始日）の年齢を別表２に当てはめて男女の別により求めた年数

⑵ 「別表４ 本表⑭の金額」
「各年の年金支払額」には、各年において実際に支払を受けた年金額を書きます。



     

    年分 給与所得者の(特定増改築等)住宅借入金等特別控除申告書 

      兼（特定増改築等）住宅借入金等特別控除計算明細書 

 

 
 

 

給 与 の 支 払 者 

の 名 称 （ 氏 名 ） 

 

 

 

（ フ リ ガ ナ ） 

あ な た の 氏 名 

世帯主の氏名及びあなたとの続柄（           ） 

 

 
 

給 与 の 支 払 者 
の 法 人 番 号 

             

あ な た の 住 所 

又 は 居 所 
 

             
             

 
 
 

税務署長 

給 与 の 支 払 者 

の所在地（住所） 

 

 

 

 
  年末調整の際に、次のとおり（特定増改築等）住宅借入金等特別控除を受けたいので、申告します。 

項 目 
新 築 又 は 購 入 に 係 る 借 入 金 等 の 計 算  増改築等に係る 

 借入金等の計算（注１） Ⓐ 住 宅 の み Ⓑ 土 地 等 の み Ⓒ 住 宅 及 び 土 地 等 

新 築 、 購 入 及 び 増 改 築 等 に 係 る 

住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高 

（内、連帯債務による借入金の額） 

① 

円 

 

 

円 円 円 

住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高 

（ ① の う ち 単 独 債 務 の 額 ＋ 

①のうち連帯債務の額×「連帯債務割合」） 

② 

（    ％ ）    円 

 

（    ％ ）    円 

 

（    ％ ）    円 

 

（    ％ ）    円 

 

② と 証 明 事 項 の 取 得 対 価 の 額 又 は 

増 改 築 等 の 費 用 の 額 の 

い ず れ か 少 な い 方 の 金 額 

③ 

   円 

 

    

③ × 「 居 住 用 割 合 」 ④ 

円 円 円 円 

住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高 等 
（ ④ の 欄 の 合 計 額 ） 

⑤ 

（最高    万円）   円 

 

年 間 所 得 の 見 積 額 
（3,000 万円を超える場合は 

  控除の適用がありません。(※)） 

円 
※特例特別特例に該当する場合、

1,000 万円を超える場合は控除の

適用がありません。 

特 定 増 改 築 等 の 費 用 の 額 

（注３） 
⑥ 

   円 

 

（備考） 

 

 

 
（注１）増改築等に係る借入金等の区分が「住宅及び土地等」の場合は、Ⓒ欄で計算します。 

（注２）Ⓒ欄の④の居住用割合については、Ⓐ欄の④の居住用割合とⒷ欄の④の居住用割合やⒹ欄の④の居住用 

    割合とⒷ欄の④の居住用割合が異なる場合は、同封の説明書をお読みいただいて記入してください。 

（注３）特定増改築等住宅借入金等特別控除を受けない方は、⑥欄及び⑦欄の記入の必要はありません。 

特 定 増 改 築 等 の 費 用 の 額 に 係 る 
住 宅 借 入 金 等 の 年 末 残 高 等 

（ ⑤ と ⑥ の 少 な い 方 ）（ 注 ３ ） 
⑦ 

（最高    万円）   円 

 

（ 特 定 増 改 築 等 ） 

住 宅 借 入 金 等 特 別 控 除 額

（                 ） 

⑧ 

（100円未満の端数切捨て）       円 

（ 最 高       円 ） 

 

           00 

 重複適用（の特例）を受ける場合の 
 （特定増改築等）住宅借入金等特別控除額 

 

（記入に当たっては、同封の説明書をお読みください。） 

（100円未満の端数切捨て）               円 

（最高         円） 

 

                   00 

 
 
 

年分 年末調整のための(特定増改築等)住宅借入金等特別控除証明書 
 

  
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

                      様 

 

左記の方が、    年分の所得税について次の 

とおり（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の 

適用を受けていることを証明します。 

       年    月    日 

     税務署長                 印 

（証 明 事 項）                    

（参考）適用初年分の控除額 
 円 

       

各年分の控除額の計算の結果、この金額を上回ることはありません。 

※各年分の控除額ではありませんのでご注意ください。 
 

㋑居住開始年月日 

家 屋 に 関 す る 事 項 土 地 等 に 関 す る 事 項 

㋺ 取 得 対 価 の 額 ㋩ 居 住 用 割 合 ㋥ 連 帯 債 務 割 合 ㋭取得対価等の額 ㋬ 居 住 用 割 合 ㋣ 連 帯 債 務 割 合 

 

  年  月  日 

        円    ％     ％    円    ％     ％ 

㋠居住開始年月日 

増 改 築 等 に 関 す る 事 項  ㋻特例期間（11 年目～13 年目）(※) 

における控除限度額 ㋷ 増 改 築 等 の 

費 用 の 額 

㋦特定増改築等の 

費 用 の 額 
㋸ 居 住 用 割 合 ㋾ 連 帯 債 務 割 合  

( ※ )    年 分 ～    年 分 

 

  年  月  日 

円 

  

    円 

 

   ％ 

 

    ％ 

 
 

     円 

 

 

 

○ 

こ
の
申
告
書
及
び
証
明
書
は
、 

 
 

 
 

 

年
分
の
年
末
調
整
を
受
け
る
際
に
必
要
で
す
。
年
末
調
整
を
受
け
る
時
ま
で
保
存
し
、
給
与
の
支
払
者
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 

○ 

な
お
、
こ
の
用
紙
を
計
算
明
細
書
と
し
て
使
用
し
、
確
定
申
告
書
に
添
付
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。 

Ⓓ

（     ％ ） （     ％ ） （     ％ ） （     ％ ） （注２） 

円 円 円 

（             ） （             ） （             ） （             ） 

②と㋺の少ない方 ②と㋭の少ない方 ②と㋷の少ない方 ②と（㋺＋㋭＋㋷）の少な
い方 

・ 



詳しくは、同封の『令和４年分　予定納税について』をご覧ください。

令和４ 年分 所得税及び復興特別所得税の予定納税額の通知書（ 一般用）

●予定納税について

●予定納税額の納付について

予 定 納 税 基 準 額 の 計 算 の 基 礎

あなたの令和４年分の予定納税基準額及び予定納税額
（第１期分・第２期分）を右のとおり通知します。

予定納税とは、前年分の確定申告書に記載された申告
納税額（又は下の⑰の金額）が15万円以上であった方
が、法令の規定上、令和４年分の税額の一部をあらかじ
め納付しなければならないという制度です。予定納税額
は、来年の確定申告の際に計算した税額から差し引くこ
とにより精算します。

振替納税をご利用の方

※期限に遅れるとそれぞれの期限の翌日から納付される日まで延滞税がかかります。

※予定納税基準額が、前年分の申告納税額と異なる場合は次により計算しています。

振替納税をご利用でない方

【引落日】
第１期分:令和４年８月１日
第２期分:令和４年11月30日

【納付期間】
第１期分:令和４年７月１日
　　　　　～ 同年８月１日
第２期分:令和４年11月１日
　　　　　～ 同年11月30日

上記振替納税利用金融機関の預貯金口座から左記
引落日に引き落とされます。

同封の納付書で左記納付期間に金融機関又は所轄
の税務署の窓口で納付してください。土・日・祝日は、
金融機関及び税務署の窓口では納付できませんの
で、ご注意ください。
※第２期分の納付書は後日送付します。

令 和 ４ 年 ６ 月 15 日

来年の確定申告の際には、必ず予定納税額（第１期分と

第２期分の合計額）を記載し、差し引いて計算してください。

第　１　期　分
円

第　２　期　分

確定申告の際に、第１期分と第２期分の合計額を確定
申告書の「予定納税額」欄に記載します。

予定納税基準額
円

令 和 3

令 和 3

令和 3



詳しくは、同封の『令和４年分　予定納税について』をご覧ください。

令和４ 年分 所得税及び復興特別所得税の予定納税額の通知書（ 一般用）

●予定納税について

●予定納税額の納付について

予 定 納 税 基 準 額 の 計 算 の 基 礎

あなたの令和４年分の予定納税基準額及び予定納税額
（第２期分）を右のとおり通知します。

予定納税とは、前年分の確定申告書に記載された申告
納税額（又は下の⑰の金額）が15万円以上であった方
が、法令の規定上、令和４年分の税額の一部をあらかじ
め納付しなければならないという制度です。予定納税額
は、来年の確定申告の際に計算した税額から差し引くこ
とにより精算します。

振替納税をご利用の方

※期限に遅れると期限の翌日から納付される日まで延滞税がかかります。

※予定納税基準額が、前年分の申告納税額と異なる場合は次により計算しています。

振替納税をご利用でない方

【引落日】
第２期分:令和４年11月30日

【納付期間】
第２期分:令和４年11月１日
　　　　　～ 同年11月30日

上記振替納税利用金融機関の預貯金口座から左記
引落日に引き落とされます。

同封の納付書で左記納付期間に金融機関又は所轄
の税務署の窓口で納付してください。土・日・祝日は、
金融機関及び税務署の窓口では納付できませんの
で、ご注意ください。

令 和 ４ 年 10 月 14 日

来年の確定申告の際には、必ず予定納税額を記載し、

差し引いて計算してください。

第　１　期　分

円
第　２　期　分

※特別農業所得者の方は、第1期分はありません。

予定納税基準額
円

令 和 3

令 和 3

令和 3



令和３ 年分の所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額の合計額

第　１　期　分
円

第　２　期　分

確定申告の際に、第１期分と第２期分の合計額を確定
申告書の「予定納税額」欄に記載します。

予定納税基準額
円

令和４ 年分 所得税及び復興特別所得税の予定納税額の通知書（ 変動所得のある方用）

●予定納税について

●予定納税額の納付について

予 定 納 税 基 準 額 の 計 算 の 基 礎

あなたの令和４年分の予定納税基準額及び予定納税額
（第１期分・第２期分）を右のとおり通知します。

予定納税とは、前年分の確定申告書に記載された申告
納税額（又は下の㉓の金額）が15万円以上であった方
が、法令の規定上、令和４年分の税額の一部をあらかじ
め納付しなければならないという制度です。予定納税額
は、来年の確定申告の際に計算した税額から差し引くこ
とにより精算します。

振替納税をご利用の方

※期限に遅れるとそれぞれの期限の翌日から納付される日まで延滞税がかかります。

※予定納税基準額が、前年分の申告納税額と異なる場合は次により計算しています。

振替納税をご利用でない方

【引落日】
第１期分:令和４年８月１日
第２期分:令和４年11月30日

【納付期間】
第１期分:令和４年７月１日
　　　　　～ 同年８月１日
第２期分:令和４年11月１日
　　　　　～ 同年11月30日

上記振替納税利用金融機関の預貯金口座から左記
引落日に引き落とされます。

同封の納付書で左記納付期間に金融機関又は所轄
の税務署の窓口で納付してください。土・日・祝日は、
金融機関及び税務署の窓口では納付できませんの
で、ご注意ください。
※第２期分の納付書は後日送付します。

令 和 ４ 年 ６ 月 15 日

詳しくは、同封の『令和４年分　予定納税について』をご覧ください。

来年の確定申告の際には、必ず予定納税額（第１期分と

第２期分の合計額）を記載し、差し引いて計算してください。

令 和 3

令 和 3

令 和 3

令和 3



令和３ 年分の所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額の合計額

第　１　期　分

第　２　期　分

※特別農業所得者の方は、第1期分はありません。

予定納税基準額
円

●予定納税について

●予定納税額の納付について

予 定 納 税 基 準 額 の 計 算 の 基 礎

あなたの令和４年分の予定納税基準額及び予定納税額
（第２期分）を右のとおり通知します。

予定納税とは、前年分の確定申告書に記載された申告
納税額（又は下の㉓の金額）が15万円以上であった方
が、法令の規定上、令和４年分の税額の一部をあらかじ
め納付しなければならないという制度です。予定納税額
は、来年の確定申告の際に計算した税額から差し引くこ
とにより精算します。

振替納税をご利用の方

※期限に遅れると期限の翌日から納付される日まで延滞税がかかります。

※予定納税基準額が、前年分の申告納税額と異なる場合は次により計算しています。

振替納税をご利用でない方

【引落日】
第２期分:令和４年11月30日

【納付期間】
第２期分:令和４年11月１日
　　　　　～ 同年11月30日

上記振替納税利用金融機関の預貯金口座から左記
引落日に引き落とされます。

同封の納付書で左記納付期間に金融機関又は所轄
の税務署の窓口で納付してください。土・日・祝日は、
金融機関及び税務署の窓口では納付できませんの
で、ご注意ください。

令 和 ４ 年 10 月 14 日

詳しくは、同封の『令和４年分　予定納税について』をご覧ください。

来年の確定申告の際には、必ず予定納税額を記載し、

差し引いて計算してください。

令 和 3

令 和 3

令 和 3

令和 3

令和４ 年分 所得税及び復興特別所得税の予定納税額の通知書（ 変動所得のある方用）

円



 
  年   月  日   

 
 （郵便番号）         

 
 （ 納 税 地 ）                     

 
 （ 氏 名 ）                       殿 

 
 

     税 務 署 長         印 

 
 
 

中間申告書（期限後提出分）の取扱いについて 

 
 

あなたから提出されました申告書は、期限後に提出されたため、消費税法（地方消費税を含 

みます。）上の中間申告書とはなりませんのでお知らせします。 

なお、この申告書の提出に伴って納付された消費税額は、還付又は未納の国税に充当します。 



 
中間申告書（期限後提出分）の取扱いについて 

 
１ 作成目的 

この返戻書は、期限後に提出された中間申告書の取扱いを当該事業者に通知する場合に作成する。 
 

２ その他 

この通知の送付に当たっては、消費税の更正決定通知書等の送付用の窓付封筒を使用する。 
 



 
  年  月  日  

 
 （郵便番号）         

 
 （ 納 税 地 ）                     

 
 （ 氏 名 ）                       殿 

 
 

     税 務 署 長         印 

 
 
 
 

中間申告書（撤回申出分）の取扱いについて 

 
 

  年  月  日付でされた中間申告の撤回の申出に基づいて、あなたから提出された 

             中間申告対象期間の中間申告書を無効とします。 

なお、この申告書の提出に伴って納付された消費税額は、還付又は未納の国税に充当します。 

自     年  月  日 
至     年  月  日 



中間申告書（撤回申出分）の取扱いについて 
 

１ 作成目的 

この返戻書は、中間申告書の提出を要しない事業者が中間申告した後において、その申告を撤回したい旨の

申出がなされ、当該申出に基づき当該事業者に通知する場合に作成する。 
 

２ その他 

(1)  この通知書の送付に当たっては、消費税の更正決定通知書等の送付用の窓付封筒を使用する。 

(2)  「  年  月  日付」には、撤回申出書を提出した年月日を記載する。 

(3)  文中の不要文字は抹消する。 

 


